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 はじめに 
 
 アーチ構造であるトンネル覆工は，覆工と背面の地山を密着させて地盤反力が均等に作用するようにし，覆工

全体に軸力がかかるようにすることが特に重要である.しかしながら，吹付けコンクリートによる支保工（標準工

法）が使われる以前の矢板工法によるトンネルでは，鋼アーチ支保工や矢板が支障になって覆工と背面の地山と

の間に空洞が残ることが多く，特にアーチ天端部では相当の空洞が生じる場合があり，この空洞により地盤反力

が均等にならないことから，覆工に局部的に不均等な荷重や曲げが作用し,変状に繋がる場合もあり得る. 
 また，トンネルの耐久性を阻害する要因は覆工背面の空洞だけでなく， 
  ①供用後に地圧や水圧など新たな外力が発生したり支持力が不足する場合 
  ②材料劣化によりトンネル構造の耐荷力が低下する場合 
  ③建設時の設計・施工が誘因となる場合 
 など，様々な事象が考えられるが, 覆工の変形やひび割れといった変状現象が表面化するようになるのは，背

面に空洞がある覆工のような欠陥部や弱点部であることから，トンネル周辺地山の安定性とトンネル構造の弱点

部に対して合理的かつ効率的な補修・補強を実施する観点から，矢板工法により建設されたトンネルの背面空洞

を充填し耐久性の回復もしくは向上を図ることは重要な課題であるといえる. 
 さらに，昨今の高速道路の社会的重要性からすると，通行止めや車線規制などの通行規制による交通渋滞は極

力避けなければならない.高速道路トンネルの点検，調査，対策工の施工に際しては，これらの通行規制を伴うこ

とが多いが，当該トンネルの交通状況を十分考慮し，通行規制を回避したり最小限にする方法を検討しなければ

ならない. 
 本要領は，供用中のトンネルでトンネル背面空洞の注入のあり方について現段階の技術的・機械的環境のもと

での取り扱い方法について設計要領(保全編)等を補足したものであって，細部に関しては今後の実績の積み重ね

と技術の開発を踏まえた上で見直しが必要な内容も含まれている. 
 このようなことから，運用に際しては各々の現場条件を十分に検討し，最新の情報も加味し本要領の意図する

ところを十分に理解した上で活用を図るものとする. 
 本要領は, これら建設後相当の年数を経た矢板工法トンネルの耐久性の回復もしくは向上を目的とした,背面

空洞注入工の設計・施工に関する,一般的な事項に関する留意事項について取りまとめたものである． 
 

はじめに 
 

トンネルの安定性を確保するためには，覆工と背面の地山を密着させることで，地盤反力が覆工へ均等に作用し，

覆工全体に軸力を伝達させることが重要である.しかしながら，矢板工法で建設されたトンネルでは，鋼アーチ支保

工や矢板が支障となり，覆工コンクリ－トが充填不足となることで，覆工背面と地山との間に空洞が残る場合が多

く，特にアーチ天端部では空洞が生じやすい.その生じた空洞により地盤反力が均等に作用しないことから，覆工に

局部的な不均等な荷重や地震による外力が作用した場合，変状に繋がる場合が想定される． 
以上のことから，トンネル構造の長期的な安定性を確保する観点から，矢板工法トンネルの覆工背面の空洞を充

填し，覆工と地山の一体化を図ることはとくに重要である. 
 本要領は，設計要領を補足したものであり，運用に際しては各々の現場条件を踏まえ検討し，最新の情報も考慮

しながら，本要領の意図するところを十分に理解した上で活用を図るものとする. 
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新旧対照表（その 3） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

1 1 １．総  則 
１．１． 適用範囲 

本要領は，東日本高速道路株式会社，中日本高速道路株式会社及び西日本高速道路株式会社が管理するト

ンネルのうち,矢板工法により建設されたトンネルの耐久性の回復もしくは向上を目的として実施され

る,背面空洞注入工の調査・設計・施工に関する一般的事項および特に配慮すべき事項について示すもの

である. 
 
 設計要領第三集(１)トンネル本体工保全編(変状対策）(以下要領と記す)に示される裏込注入工は,矢板工法に

より建設されたトンネルに限らず,変状したトンネルで背面空洞の存在が明らかな場合は,全ての補強ランクで適

用することとされている. 
 本要領に示す背面空洞注入工は, 覆工構造の耐久性の回復もしくは向上を目的として矢板工法で施工され,建
設後相当年数を経たトンネルで実施される覆工背面の空洞(すき間)を注入により充填する工法を対象としてお

り,設計要領とは一線を画したものとしているが, 覆工構造のあり方に対する基本的な考え方は設計要領と同様

であり,以下に示す条件下では適用が困難な場合があるので,計画にあたっては十分に留意する必要がある. 
①湧水が多量な場合（注入材の選定を十分配慮し，さらに，水抜き孔などの水位低下工法を併用する検討が必

要.） 
②覆工巻厚が不足して注入圧がかけられない場合（有効巻厚が 20cm 以下の場合は，内巻工，繊維シート接着

工，鋼板接着工等の併用が必要.） 
③覆工の材質が不良で注入圧がかけられない場合（覆工にひび割れが生じている場合及びジャンカ等で劣化

が激しい場合は，内巻工，繊維シート接着工，鋼板接着工等の併用が必要.場合によっては改築の検討も必要.） 
④覆工のひび割れあるいは断面欠損が著しく，注入材がトンネル内空側に漏出する恐れがある場合（断面修復

あるいは他の漏出防止策を講じることが必要.） 
⑤裏面排水工を閉塞することが問題となる場合（裏面排水工を閉塞し他の変状を誘発する恐れのある場合は，

水抜孔等の地下水位低下工法を併用することが必要.） 
⑥環境問題上，施工時に地下水の汚染対策が実施できない場合 

 

１．総  則 
１．１． 適用範囲 

本要領は，東日本高速道路株式会社，中日本高速道路株式会社および西日本高速道路株式会社が管理するト

ンネルのうち，矢板工法トンネルの耐久性の向上を目的として実施される，背面空洞注入工の調査・設計・施

工に関する一般的事項や配慮すべき事項について示すものである. 
（解説） 
 設計要領第三集トンネル保全編(以下「設計要領」という)に示す裏込注入工は，矢板工法により建設されたトン

ネルに限らず，背面空洞の存在が明らかな場合については，背面空洞注入を実施するものとする. 
 本要領に示す背面空洞注入工は， 覆工の耐久性の向上を目的として，建設後相当年数を経た矢板工法で施工さ

れた覆工背面の空洞を注入材により充填する工法を対象としており，覆工のあり方に対する基本的な考え方は設計

要領と同様であり，以下に示す条件下では適用が困難な場合があるので，計画にあたっては十分に留意する必要が

ある. 
① 湧水が多量な場合 

※注入材の選定を十分配慮し，さらに，水抜き孔などの水位低下工法を併用する検討が必要. 
② 有効巻厚が不足している場合 

※注入前に内巻補強工，内面補強工等の覆工補強の検討が必要 
③ 覆工の材質が不良で注入圧がかけられない場合 

※覆工にひび割れが生じている場合やジャンカ等で劣化が著しい場合は，内巻補強工，内面補強工等の覆

工補強やはく落対策の検討が必要 
④ 覆工のひび割れあるいは断面欠損が著しく，注入材がトンネル内空側に漏出する恐れがある場合 

※断面修復または他の漏出防止策を講じることが必要. 
⑤ 裏面排水工を閉塞することが問題となる場合 

※裏面排水工を閉塞し，他の変状を誘発するおそれのある場合は，水抜き孔等の地下水位低下工法を併用

することが必要. 
⑥ 環境問題上，施工時に地下水の汚染対策が実施できない場合 
 

 

 

   



  

新旧対照表（その４） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

1 2 １．２． 背面空洞注入工法の定義 
    

背面空洞注入工法とは, 覆工と地山を密着させて地盤反力の均等化を図るものであり，主にトンネル内から

覆工背面の空洞中に注入材を充填する工法である. 

 
本要領で取り扱う背面空洞注入工は,覆工背面の空隙,空洞を注入により充填する工法とする. 
トンネル周辺地山を水ガラス等の薬液で注入強化するものは,地山補強工として本要領の対象とはしない. 

 

１．２． 背面空洞注入工法の定義 
 

背面空洞注入工法とは， 覆工と地山を密着させて地盤反力の均等化を図るものであり，トンネル内空側か

ら覆工背面の空洞に注入材を充填する工法である. 

（解説） 
本要領で取り扱う背面空洞注入工は，覆工背面の空洞を注入材により充填する工法とする.トンネル周辺地山

を水ガラス等の薬液で注入強化する地山補強工は本要領の対象とはしない. 
 

 

  



  

新旧対照表（その 5） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

1 3 １．３． 使用材料 
   

背面空洞注入工に用いる注入材料は, 
① セメント系注入材（モルタル系注入材，可塑状注入材） 
② 非セメント系注入材 

   のいずれかとする. 
 
注入材料の種別は，次のとおりとする. 

① セメント系注入材 
ａ）モルタル系注入材とは，エアモルタルを用いた注入材をいう. 
ｂ）可塑状注入材とは，可塑性あるいは揺変性いずれかの性状をおびた注入材をいい，下記のとおり区

分する. 
・エアモルタルに可塑剤を加えた注入材 
・ポリマーセメント系の注入材 
・モルタルに特殊増粘材を加えた注入材 
・可塑性セメントに，可塑剤を加えた注入材 

② 非セメント系注入材とは，ウレタンあるいはシリカレジンを用いた注入材をいう. 
 
-------------------------------------------------------------------------------------------------- 
【参考】 
 
用語の説明は次のとおりとする. 
エアモルタル    モルタルに起泡剤により作製された気泡を混入したもの. 
可塑性           物体に圧力などの外力を加えて変形させ, 外力を除いても物体がもとの形にもどらない性

質. 
揺変性             ゲルが機械的衝動によって流動性のゾルに変わり,放置すると再びゲルにもどる性質. 
ゲル              ゾル(コロイド粒子が液体中に分散したもの)が流動性を失い,多少の弾性と固さをもってゼ

リー状に固化したもの. 
ゾル               コロイド粒子が液体中に分散したもの. 
ポリマーセメント  セメントに吸水性ポリマーを混合したもの. 
ウレタン      １つの分子中にウレタン結合を持つもので，イソシアネート化合物と 
          ポリオールとの重付加によって得られるもの. 
シリカレジン    特殊珪酸ソーダ溶液イソシアネート成分と反応して生成されたもの. 
 

１．３． 使用材料 
   

背面空洞注入工に用いる注入材料は， 
① セメント系注入材（モルタル系注入材，可塑性注入材） 
② 非セメント系注入材（ウレタン系注入材） 

 のいずれかとする. 
（解説） 

注入材料の種別は，表－1.1のとおりとする. 
 

表－1.1 注入材料の種別 

セメント系注入材 

モルタル系注入材※1 エアモルタル 

可塑性注入材※2 

エアモルタルに可塑剤を加えた注入材 
ポリマーセメント系の注入材 
モルタルに特殊増粘材を加えた注入材 
可塑性セメントに，可塑剤を加えた注入材 

非セメント系注入材 ウレタン系注入材※3 ウレタン 
シリカレジン 

※1 モルタル系注入材には非エア系（モルタル・ベントナイト系）は含まない. 
※2 可塑性注入材とは，可塑性あるいは揺変性いずれかの性状をもった注入材をいう. 
※3 ウレタン系注入材を選定する場合には，「山岳トンネル工法におけるウレタン系注入の安全管理に関するガイ

ドライン」による安全管理を行うことを原則とする. 
------------------------------------------------------------------------------------------------- 
【参考】 
 
用語の説明は次のとおりとする. 
エアモルタル  モルタルに発泡させた気泡を混入したもの. 
可塑性          物体に圧力などの外力を加えて変形させ， 外力を除いても物体がもとの形にもどらない性質. 
揺変性           ゲルが機械的衝動によって流動性のゾルに変わり，放置すると再びゲルにもどる性質. 
ゲル             ゾルが流動性を失い，多少の弾性と固さをもってゼリー状に固化したもの. 
ゾル             コロイド粒子が液体中に分散したもの. 
ポリマーセメント セメントにポリマー等を混合したもの. 
ウレタン     1 つの分子中にウレタン結合を持つもので，イソシアネート化合物とポリオールとの重付加によ

って得られるもの.        
シリカレジン   特殊珪酸ソーダ溶液とポリイソシアネート化合物が反応して生成されたもの. 

 

 

 

 



  

新旧対照表（その 6） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 

1 4 １．４． 使用材料の用途と適用条件 
背面空洞注入工に用いる注入材料は,空洞規模,地山条件,湧水状況,施工条件等に応じ,以下の点に留意して適

切な材料を使用しなければならない. 
①注入材料は，材料分離,ブリージング,注入後の体積収縮の少ないものでなければならない. 
②湧水がある場合には,比重が大きく水中分離抵抗性の高い材料としなければならない. 
 

   
①について 
 注入材は，空隙を十分に充填できる流動性が必要であるが，流動性は材料分離と密接な関係にあり，あまり流

動性をよくすると材料分離の原因となる. 
 注入材のブリージングが著しいと容積変化により充填不足となり，注入材料が覆工と背面の地山に密着せず地

盤反力が均等に作用しなくなることから，極力ブリージングの少ないものを選定する必要がある. 
 また，比重が大きい注入材は，体積収縮も大きくなる傾向がある.よって，空洞が局所的に大きく存在する場合

には，体積収縮により，覆工と背面の地山に密着しないことが考えられるため，比重および収縮率の小さい材料

とする必要がある. 
②について 
 覆工背面に地下水流あるいは地下水の滞留がある場合は，充填された材料が分離して品質低下に至ったり，地

下水により流出する場合がある.よって水より大きな比重で，湧水により材料分離が生じないように，水中分離抵

抗性の高い材料を選定する必要がある. 
 (図－1.1 参照) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-1.1 注入状況イメージ 

 

１．４． 使用材料の用途と適用条件 
背面空洞注入工に用いる注入材料は，空洞規模，地山条件，湧水状況，施工条件等に応じ，以下の点に留

意して適切な材料を使用しなければならない. 
①セメント系注入材 

・セメント系注入材は，材料分離，ブリージング，注入後の体積収縮の少ないものでなければならない. 
・湧水がある場合には，密度が大きく水中分離抵抗性の高い材料としなければならない. 

②非セメント系注入材 
 ・非セメント系注入材の中には，湧水により強度発現が阻害される材料があるため注意する必要がある. 

 （解説） 
①について 
 注入材は，空洞を十分に充填できる流動性が必要であるが，流動性は材料分離と密接な関係にあり，過剰に流動

性をよくすると材料分離の原因となる.セメント系注入材で発生する材料分離の一つであるブリージングが著しい

と，容積変化により充填不足となり，注入材料が覆工と背面の地山に密着せず地盤反力が均等に作用しなくなるこ

とから，極力ブリージングの少ない材料を選定する必要がある. 
 また，注入材料によっては体積収縮が大きいものがあり，空洞が局所的に大きく存在する場合にこのような材料

を用いると，覆工と背面の地山に密着しないことが考えられるため，収縮率の小さい材料を用いる必要がある. 
 覆工背面に地下水流あるいは地下水の滞留がある場合は，充填された材料が分離して品質低下や地下水による流

出が懸念される.そのような場合には，水により材料分離等が生じないような水中分離抵抗性の高い材料を選定する

必要がある. 
 
②について 

非セメント系注入材のうち，ウレタンは発泡過程で水を連行してしまうと，予定の発泡倍率とならず，設計どお

りの強度が発現しない注入材がある．そのため，湧水の影響が懸念される場合は，シリカレジンの適用等，現地状

況を勘案して，材料選定を行う必要がある. 
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新旧対照表（その 7） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

2 5 ２．調査 

２．１． 調査一般 

（１） 地形・地質調査 

背面空洞注入工の計画にあたっては，あらかじめ地形・地質について調査しなければならない. 

 背面空洞があると，土砂地山，軟岩地山および剥落が生じやすい地山では緩みが増大し，また土被り

が小さい場合にはそれらに起因して地表の陥没や沈下が生じることにもなる.このような場合，背面地山

の状態を充分に調査し，背面空洞注入工の必要性，緊急性を判断することが重要である. 

 

（２） 背面空洞の調査 

背面空洞注入工の計画にあたっては，事前に注入範囲の背面空洞の分布・大きさについて調査しなければな

らない. 

  注入規模を想定することは，交通規制計画や施工計画を立てる上で重要である.背面空洞を正確に予測

することは困難であるが，当初計画と実注入量が大幅に異なることは，全体計画に手戻りが生じるため，

避けなければならない.また，背面空洞注入を計画するにあたって，その規模に応じて工法や材料を考え

なければならない. 

①  背面空洞の状態を把握するには，事前に適当な間隔で調査孔を設けて，範囲および大きさを調査すること

を基本とし,調査孔配置については,2.2 背面空洞調査によるものとする.また，局所的な空洞を捉える場合

は，調査孔にボアホールカメラを挿入して背面空洞を調査した事例もあるが，調査範囲を考慮して計画す

る必要がある. 

②  調査孔による調査法では，トンネル延長が長い場合で部分的な空洞しか存在しなかった場合は，先行して

削孔した調査孔の大部分は結果的に不要となり閉塞処理を行う必要が生じる.これら削孔費およびそれに伴

う規制費等のリスクは，空洞が部分的でトンネル延長が長くなればより大きくなる.よって，トンネル延長

が１ｋｍを越える場合で，注入対象延長を推定するには，天端部のみの１測線を対象として電磁波探査法

を適用できるものとする. 

電磁波探査法（地中レーダ）による測定では，覆工厚が薄い場合は大きな空洞厚の測定が可能で，覆工

厚が厚い場合は小さな空洞厚しか測定できないと言われている.一般にその精度は覆工厚さはその厚さに

対し１割程度，空洞厚さは覆工厚さにもよるが空洞厚さに対し２～３割程度である. 

なお，調査孔が鋼製支保工に当たることが多いので，電磁波探査による事前調査を実施している場合に

は，鋼製支保工の位置がわかるようにしておくことが，作業の合理化につながる. 

 

 

２．調査 
２．１． 調査一般 
（１） 地形・地質調査 

背面空洞注入工の計画にあたっては，あらかじめ地形・地質について調査しなければならない. 

（解説） 
背面空洞があると，土砂地山，軟岩地山等では緩みが増大したり，また，土被りが小さい場合にはそれらに

起因して地表面の陥没や沈下が生じることにもなる.注入時に地表面から注入材が噴出することも想定されるた

め，あらかじめ地形・地質について，既存の資料や現地調査結果を踏まえ，十分に検討する必要がある. 
 
（２） 背面空洞の調査 

背面空洞注入工の計画にあたっては，事前に注入範囲の背面空洞の範囲・深さについて調査しなければなら

ない. 
（解説） 

背面空洞調査によって注入規模を想定することは，交通規制計画や施工計画を策定する上で重要である.背面

空洞を正確に予測することは困難であるが，予測の精度が低下することは，当初計画と実注入量が大幅に異なる

ことになり，工事費，施工期間等，全体計画の見直しが生じるため，避けなければならない.また，背面空洞注入

を計画するにあたっては，その規模に応じた工法や材料を選定しなければならない.  
 背面空洞調査は，ボーリング調査や非破壊調査する方法がある.ボーリング調査は，ボーリングにより覆工を

削孔して背面空洞や背面地山の状況等を確認するとともに，採取したコアにより覆工の状態を評価する局部的な

調査方法である.これに対して，広範囲に背面空洞の有無や巻厚を確認する方法として，電磁波探査法（地中レ

ーダー）等の非破壊による調査方法があり，これらの調査方法を活用しながら，合理的に背面空洞の調査を実施

する必要がある．なお，調査孔が鋼アーチ支保工に当たることが多いので，電磁波探査による事前調査を実施し

ている場合には，鋼アーチ支保工の位置がわかるようにしておくことが，削孔作業の合理化につながる. 
 また，新しい技術として，電磁波レーダーを搭載した車両を高速走行しながら背面空洞を調査する方法も開

発・実用化されているため，参考にされたい. 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

新旧対照表（その 8） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

2 6 （３） 覆工の調査 
背面空洞注入工の計画にあたっては，事前に次に示す覆工の状態について調査しなければならない. 
①覆工巻厚 
②覆工ひび割れ状況 
③覆工の強度 

 背面空洞注入の計画にあたっては，覆工の巻厚，ひび割れ，打ち継ぎ目地の開き，健全度（強度）について調

査し，覆工が注入の圧力に対して耐えられるか否かの判断を行わなければならない. 
 覆工巻厚および覆工強度は，前項（２）背面空洞の調査により確認を行うものとする.覆工の状態は，主にコ

ア観察により評価を行うものとするが，５０ｍに１箇所程度で圧縮強度試験も行い総合評価を行う.なお，覆工

の状態がジャンカ等で不良な場合や劣化が著しい場合にも，適宜圧縮強度試験を実施するものとする. 
 覆工巻厚が不足している場合は，１．１適用範囲 ② にも示したとおり，内巻工等の併用が必要と表記して

いるが，背面空洞注入を行う場合は，覆工の巻厚不足により，注入材の自重が覆工に影響を与えることが考えら

れる.図－2.1 は，背面空洞注入が覆工に及ぼす影響について，任意の覆工巻厚と背面空洞高さごとに，二次元線

形骨組解析を行い，その結果から，事前対策の要否を定めたものであり，これを事前対策の判断の目安とするこ

とが出来る.なお，本解析は，覆工にひび割れがなく健全な状態を想定しているため，適用にあたっては覆工巻

厚と背面空洞高さ以外にコンクリート強度および覆工のひび割れ等も合わせて判断する必要がある. 
 覆工ひび割れ調査は，注入時にひび割れから注入材がリークすることが考えられないか検討するために行なう 

もので，日本道路公団が実施した既往調査資料を基に，現地状況を再度確認するものとする. 
 覆工の調査により，巻厚が少なくひび割れ等が数多く発生している場合には，注入圧により，新たなひび割れ

の発生や開口，覆工の崩壊などを配慮しておく必要がある. 
 覆工の調査結果を整理するうえで，参-1 覆工の調査票事例を参照にするとよい. 

（３） 覆工の調査 
背面空洞注入工の計画にあたっては，事前に次に示す覆工の状態について調査しなければならない. 

①覆工巻厚 
②覆工のひび割れ等の変状 
③覆工の強度 
（解説） 
背面空洞注入の計画にあたっては，覆工の巻厚，ひび割れ，打継ぎ目地の開き，強度等について調査し，覆工が

注入の圧力に対して耐えられるか否かの判断を行わなければならない.覆工の巻厚および覆工の強度は，前項（２）

背面空洞の調査により確認を行うものとする. 
①について 

覆工巻厚が不足している場合は，１．１適用範囲 ② にも示したとおり，内巻補強等の覆工補強工の実施検討

が必要である. 
覆工補強工の事前作業として背面空洞注入を実施する際，特にセメント系注入材により背面空洞注入を実施する

場合は，覆工の巻厚不足により，注入材の自重が覆工に影響を及ぼすことが考えられる.図－2.1は，背面空洞注入

時に注入材料の自重が覆工に及ぼす影響について，任意の覆工巻厚と背面空洞高さごとに，二次元線形骨組み解析

を行い，その結果から空洞注入前に必要とされる事前対策の要否の範囲を定めたものであり，事前対策の要否の目

安を得ることが出来る.なお，本解析は覆工にひび割れがなく健全な状態を想定しているため，適用にあたっては覆

工巻厚と背面空洞高さ以外にコンクリート強度および覆工のひび割れ等も合わせて総合的に判断する必要がある. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.1 空洞注入施工前の事前対策要否の範囲 
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図－2.1 事前対策の範囲 
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新旧対照表（その 9） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

2 7  

 

 

 

 

 

 

 

（４）湧水・水利用調査 
覆工背面の空洞注入を行う場合には，事前に覆工目地やひび割れからの漏水，中央排水管から流出するトン

ネルの湧水量を調査しなければならない.また，近隣でトンネル湧水を利用している場合や同一水源と考え

られる地下水を使用している場合には，それらの調査も同時に行うものとする. 

   覆工目地やひび割れから湧水がある場合，確実な背面空洞充填を行うために水に対する分離抵抗性のある注

入材料を選定する必要がある.注入後に，地山周辺の水道を閉塞することにより水位上昇が考えられる場合に

は，状況に応じて新たな水抜き孔の配置を検討する必要がある.湧水状況は，覆工表面の漏水状況や中央排水管

の排水マスでトンネル内の湧水量を確認することで判断する.施工中・後は，それらの観察から注入による湧水

量への影響を評価する. 
 地下水やトンネル湧水を近隣で使用し，背面空洞注入によりその影響が考えられる場合には，周辺環境への影

響を考慮し水質を確認しておく必要がある.一般的な注入材は，セメント系が主であることから，ｐＨの調査を

主として良いと考えられる.事前に注入材料の成分を確認しておくことも必要である. 
 また，坑口付近等土被りが薄い箇所では，通常期と梅雨時期及び積雪寒冷地にあっては雪解け時期では湧水量

も異なることより，地形・地質調査と併行して季節変動も考慮した湧水状況を把握することが重要である. 覆工

の調査結果を整理するうえで，参-1 覆工の調査票事例を参照にするとよい. 

②について 

 覆工のひび割れ調査は，注入時にひび割れから注入材料が漏出する恐れがある箇所を検討するために行うもの

で，詳細点検結果等を基に，現地状況を再度確認するものとする.覆工巻厚が小さく，ひび割れ等が数多く発生し

ている場合には，注入圧により，新たなひび割れの発生や開口，覆工の崩壊などを想定しておく必要がある.ま
た，覆工には過年度の調査で削孔し，開孔状態になっているものや，削孔跡にモルタル充填されているものの浮

いている箇所が存在する可能性もあるため，これらも合わせて現地状況を確認するものとする. 
 

③について 

 覆工の強度は，注入対象範囲を網羅するよう調査孔のコアにより圧縮強度試験を行い，強度を確認するものと

するが，覆工にジャンカ等の施工不良やその他著しい変状部分がある場合，必要に応じて追加調査を行うものと

する. 
 

（４）湧水・水利用調査 
覆工背面の空洞注入を行う場合には，事前に覆工目地やひび割れからの漏水，中央排水管から流出するトン

ネルの湧水量を調査しなければならない.また，近隣でトンネル湧水を利用している場合や同一水源と考えら

れる地下水を使用している場合には，それらの調査も同時に行うものとする. 

（解説） 
覆工目地やひび割れから漏水がある場合，注入に伴う地山周辺の水みちを閉塞することによって水位上昇が考

えられる場合には，状況に応じて新たな水抜き孔の配置を検討する必要がある.このような状況の場合，注入前の

覆工表面の漏水状況や中央排水管の排水マスで湧水量を確認し，施工中・施工後では，注入の影響による湧水量

の変化を注視しておくことが重要である．水抜き孔の設置については，参考資料－２を参照するとよい． 
 地下水やトンネル湧水を近隣で使用し，注入により水質への影響が考えられる場合には，周辺環境への影響を

考慮し事前に水質を確認した上，施工中・施工後も追跡調査を実施する必要がある.水質検査項目については注入

材の種類に応じて適切に定める必要があり，セメント系注入材の場合，セメントのアルカリ成分により水質がア

ルカリ性に移行する可能性があるため，pH の調査を主とし，また，非セメント系注入材に関しては「山岳トンネ

ル工法におけるウレタン系注入の安全管理に関するガイドライン」（以下，「安全管理に関するガイドライン」と

いう）に基づき，管理する必要がある． 
 また，坑口付近等土被りが薄い箇所では，通常期と梅雨時期および積雪寒冷地にあっては雪解け時期では湧水

量も異なることから，地形・地質調査と並行して季節変動も考慮した湧水状況を把握することが重要である.  
 
 

 

 



  

新旧対照表（その 10） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

2 8 ２．２． 背面空洞調査 
背面空洞は，覆工に調査孔を設けて調査するものとする. 

背面空洞注入は，一般には覆工へ注入孔（確認孔）を設けて施工することより，範囲及び大きさを把握するため

の調査孔も兼ねた注入孔配置計画を立てることが，合理的で経済的な設計・施工計画になる.なお，調査孔の削

孔は，コンクリート用コアドリルかＰＶＭ（Percussive-drilled Void Measuring）システムを用いて削孔を行う

こととなるが，その工法の選択は，注入孔の削孔も含め，トンネルの調査種別，調査・工事規模（トンネル本数

や削孔箇所数）や調査・工事期間等の条件を考慮して適用の判断を行う必要がある. 
 図－2.2 に調査フローを示す. 
 

 

２．２． 背面空洞調査 

背面空洞調査は，覆工に調査孔を設けて調査するものとする. 
（解説） 

背面空洞注入は，覆工に注入孔（確認孔）を設けて施工されるため，その注入孔（確認孔）を調査孔として使

用し，背面空洞の範囲および深さの把握の精度を向上することで合理的な設計・施工計画が可能となる. 
背面空洞の調査フローを図－2.2に示す. 

 調査孔による調査では，トンネル延長が長い場合で部分的な空洞しか存在しなかった場合は，先行して削孔し

た調査孔の大部分は結果的に不要となり閉塞処理を行う必要が生じる.これら削孔費およびそれに伴う規制費等

は，トンネル延長が長くなればより大きくなる.よって，背面空洞の状態を推定するには，調査孔による調査前に

電磁波探査法（地中レーダー）等の非破壊による調査を実施することも有効である. 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

＊１ 既往の点検孔とは、現在までに実施された点検結果（たたき点検等）で覆工

表面より奥の背面空洞が明確に把握できる孔の類である。 

図－2.2 調査フロー

ＹＥＳ 

背面空洞の有無、規模の把握 

ＥＮＤ 

覆工の状態 背面空洞規模等 湧水状況 

既往の点検孔から 

確認できる 

ＮＯ 

調査とりまと

＊１ 

調査孔を設置 

図－2.2 調査フロー 

非破壊検査を実施 

背面空洞の範囲・深さを調査 

調査孔による調査を実施 

背面空洞の範囲・深さの精度向上 

覆工厚も合わせて確認 

覆工厚や強度，湧水状況も合わ

せて確認 



  

新旧対照表（その 11） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

2 9 １）事前調査で行う調査孔の配置計画 

 図－2.3 に示すように施工時には，注入孔及び確認孔が必要な

ことより，これら施工時のことを前提に調査孔の配置計画を行う

ものとする. 
調査孔の配置間隔は図―2.2 の調査時平面図のとおり斜状に１０

ｍ間隔とする.なお，断面当たりの調査順序は天端部を先に行い，

その後に肩部を行うものとする.例えば前後数スパンの天端に背面

空洞がない場合は，肩部は取りやめる等，断面方向及びトンネル

軸方向適宜間隔を延伸するものとする.また，既往調査結果（レー

ダ，超音波等）で背面空洞に関するデータがある場合は適宜間隔

を広くする等現地条件を考慮して定めるものとする. 
 なお，現地では調査するトンネル延長，調査孔の日当たり施工

能力より，交通規制条件を考慮し，調査孔の計画を行うものとす

る. 
 調査孔の施工については，４．施工の関連する事項によるもの

とする. 
 天端部の調査孔の位置は，施工時（削孔時，注入時）におい

て，通行車両に対して影響があってはならないことより，道路中

心（規制境界）より１．０ｍ程度離した位置にするのが望ましい. 
 背面空洞厚さは，覆工外面から地山までの長さを計って確認す

るものとする. 
 なお，覆工の打ち継ぎ目地付近は，覆工厚が薄くなる傾向があ

り，損傷する可能性があるので，調査孔の配置計画を行ううえで

は注意が必要である. 

 

 

（１）事前調査で行う調査孔の配置計画 

図-2.3に示すように施工時には，注入孔および確認孔が必要であ

り，これら施工に先立ち，調査孔の配置計画を行うものとする. 
調査孔の標準的な配置間隔は図-2.3，表-2.1のとおり，セメント系

注入材を用いる場合は，10m 間隔とし，非セメント系注入材について

は，発泡段階になると流動性に影響がでるため，6m 間隔とする． 

断面当たりの調査順序は天端部を先に行い，その後に肩部を行うも

のとする.例えば前後数スパンの天端に背面空洞がない場合は，肩部は

取りやめる等，断面方向およびトンネル軸方向に適宜間隔を延伸する

ものとする.また，既往調査結果（レーダー等）で背面空洞に関するデ

ータがある場合は適宜間隔を広くする等，現地条件を考慮して定める

ものとする.なお，現地では，調査するトンネル延長，調査孔の施工能

力より，交通規制条件を考慮し，調査孔の計画を行うものとする. 
車線規制が伴う調査孔の施工については，4.施工の関連する事項によ

るものとする.天端部の調査孔は，施工時（削孔時，注入時）におい

て，通行車両に対して影響がない位置とし，施工時，車線規制から施

工機械等がはみ出さないよう，1.0m 程度離した位置にするのが望まし

い. 
背面空洞深さは，覆工外面から地山までの長さを計測するものとす

る.なお，矢板工法の覆工の打継ぎ目地付近は，覆工厚が薄くなる傾向

があり，損傷する可能性があるので，調査孔の配置計画を立案する際

は注意が必要である. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図-2.3 調査孔配置断面図および平面図 

 
表-2.1 調査孔の標準的な配置間隔 

記号 セメント系注入材 非セメント系注入材 

a 5.0m 3.0m 

b 10.0m 6.0m 

c 2.5m 1.5m 

 

  

 

 

施工時断面図

調査時断面図・平面図 

図－2.3 調査孔配置断面図 

        および平面図 

注入孔（確認孔）
　 　 注入範囲

　 　
　 　

　 　 　

　

　

調査孔
　 　 　 （天端部は、道路中心より

１．０ｍ程度離した位置とする。）

　

　２．５ｍ 　２．５ｍ
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新旧対照表（その 12） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

2 10 （２）背面空洞の設計数量の算定 
 調査孔を用いた背面空洞の設計数量は，天端部および肩部の測定厚さより下図のとおり断面積を算出し，平均

断面法で求めるものとする.なお，背面空洞はアーチコンクリート部分のみに分布していると判断し，継目部

（アーチコンクリートと側壁コンクリートの継目部）で空隙がゼロと仮定して，すりつけるものとする. 
 （図―2.4を参照） 

（２）背面空洞の設計数量の算定 
 調査孔を用いた背面空洞の設計数量は，天端部および肩部の測定深さより下図のとおり空洞断面積を算出し，

平均断面法で求めるものとする.なお，覆工の施工時の状況等から．一般的に背面空洞はアーチコンクリート部分

のみに分布していると判断し，継目部（アーチコンクリートと側壁コンクリートの継目部）で空洞がゼロと仮定

して，すりつけるものとする（図-2.4参照）．また，当初計画より実注入量が増加傾向となるケースが多く，過去

工事の注入実績に基づき，割増率を乗じておく方法も有効である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

L は覆工上半の外周長である. 
 
dC=dC´ 
 
断面積＝ 

൬12൰ × ቄ𝐿஺஻・𝑑𝐵 + 𝐿஻஼´・ ቀ𝑑𝐵 + 𝑑𝐶´ቁ + 𝐿஼´஽・ቀ𝑑𝐶´ +ｄ𝐷ቁ + 𝐿஽ா・𝑑𝐷ቅ 
 

図-2.4 数量算出要領図 

 

 

天端部 ｄC 

L は覆工上半の外周長である。 

天端部 ｄC 



  

新旧対照表（その 13） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

3 11 ３ 設計 
３．１．設計の基本方針 

① 背面空洞注入工の設計は，調査で得られた資料に基づいて設計注入範囲を定め，充填効果をあげるため

の注入材，注入方式および注入管の配置を決定しなければならない. 
② 注入材は，地質，背面空洞の大きさ，湧水状況等を考慮して，施工性がよく経済的なものを選定しなけ

ればならない. 
 
①について 

・ 注入材は，作用地圧および地盤反力を覆工に均等に伝えることを目的とするので，通常岩石地山の場合に

は一軸圧縮強度が１N/mm2程度のものが多く用いられている 
・ 注入予定区間および付近に排水設備がある場合は，排水効果を妨げないような材料を選定するかまたは施

工方法に十分な配慮をする必要がある. 
 
②について 

・ 注入材に混和する材料には，分散，気泡，膨張（発泡），およびセメント量を少なくすることを目的とす

るものなど種々の製品があるので目的に応じて適宜選定する.セメント量を少なくする材料には，フライ

アッシュ等があり，施工性を向上させるための材料としては，ベントナイト（陶土）などがあげられる.
分散作用を促進させるには，通常減水剤が用いられ注入材の流動性を向上させるのに効果的である. 

・ 起泡剤は，それぞれ特徴があるのでセメント等の種類に応じたものを選ぶ必要がある.また，膨張材に

は，一般にアルミニウム粉末が用いられる.これは，注入材がまだ固まらないうちに膨張して収縮を打ち

消す作用をするため，適当な発泡速度となるよう管理する.発泡が早すぎると硬化が始まる前に発泡して

ガスが逃げることになり，また遅すぎると膨張しなかったりひび割れが発生することになるので留意が必

要である. 
・ ポリマーセメント系の注入材は，混合するベントナイトの粘性が大きいことより，水，セメント，混和剤

（ポリマー），ベントナイトの順にミキサーへ投入する必要がある.また，特に混和剤は湿気にあたると，

ポリマーが反応（膨張作用）を起こし，フロー値に大きく影響するので留意が必要である. 
 

３ 設計 
３．１． 設計の基本方針 
① 背面空洞注入工の設計は，調査結果に基づいて設計注入範囲を定め，充填効果をあげるための注入材，注

入方式および注入管の配置を決定しなければならない. 
② 注入材は，背面空洞の規模，湧水状況等を考慮して，施工性がよく経済的なものを選定しなければならな

い. 
③ 注入材は，湧水や地下水に注入材の成分が溶出する可能性があるため，周辺環境に対して十分に考慮した

注入材と施工方法を選定しなければならない. 
（解説） 
① 注入材は，作用地圧および地盤反力を覆工に均等に伝えることを目的とするため，通常岩石地山の場合には

一軸圧縮強度が 1.5N/mm2程度のものが多く用いられている. 
注入予定区間および付近に排水設備がある場合は，排水効果を妨げないような材料を選定するかまたは施工

方法に十分な配慮をする必要がある. 
 
② 使用する材料の流動性，可塑性，水中分離抵抗性など各種性能が十分発揮できるように適切な選定をしなけ

ればならず，その性能について 3.3 注入材の品質規格に基づき，事前に確認しなければならない. 
非セメント系注入材は，材料費が高価であるため，施工性，経済性等を考慮し，選定する必要がある． 
  

③ 地下水やトンネル湧水を近隣で使用している場合，注入により水質への影響を極力小さくすることが重要

で，周辺環境への影響を考慮した注入材の選定と施工方法ならびに施工管理を実施しなければならない.な
お，非セメント系注入材を使用する場合，「安全管理に関するガイドライン」に適合する注入材を選定する必

要がある. 
 
 
 

 

 



  

新旧対照表（その 14） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

3 12 ３．２． 注入材の選定 
背面空洞注入工に使用する材料の選定にあたっては，以下に示す条件を整理した上で,安全性,施
工性,経済性の面で最も合理的な注入が可能な材料を選定しなければならない. 

① 充填性，流動性 
② 非漏出性 
③ 水中分離抵抗性 
④ 非収縮性 
⑤ 硬化時間（凝結時間） 
⑥ 強度 
⑦ 比重 

 背面空洞注入用材料の比較表を表－3.1 に，また注入材選定フローを図－3.1 に示す. 
 なお, 表－3.1 に示す材料は，現在，現場にて適用している材料あるいは室内実験レベルで各性能を確認し現

場での実用化が可能と判断しているものである. 
 

表－3.1 背面空洞注入用材料比較表 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

*1 可塑状注入材の TYPE1～TYPE6 の区分は,３．４注入材の配合を参照のこと 
 
なお，上記以外の材料の適用については，本社担当部署と協議するものとする. 
①充填性・流動性 
  注入材は,作用地圧および地盤反力を覆工に均等に伝達することを目的としている.よって,注入材で覆工と背面

の地山を密着させるために,充填性,流動性に優れているものを選定する必要がある.なお,流動性は材料分離と密

接な関係にあり,あまり流動性を良くすると材料分離の原因となることもある. 
 
②非漏出性 
  覆工のひび割れや目地部の目開きが大きい場合には，注入材がトンネル内に漏出する恐れがあるため，漏出対

策を講じる必要がある. 
表-3.1 に示す可塑状注入材については，簡易な実験装置を用い，1mm～10mm の隙間に注入材を投入して，隙

間への漏出深さ（覆工厚さを想定し，最大深さ 35cm とした.）を測定した.その結果によれば,可塑状注入材は多

少の隙間への漏出があるものの，5mm 以下の隙間に対して 

３．２． 注入材の選定 
背面空洞注入工に使用する材料の選定にあたっては，以下に示す条件を整理した上で，安全

性，施工性，経済性の面で最も合理的な注入が可能な材料を選定しなければならない. 
① 充填性および流動性 
② 非漏出性 
③ 水中分離抵抗性 
④ 非収縮性・発泡倍率 
➄ 硬化時間（凝結時間） 
⑥ 強度 
⑦ 密度 

（解説） 
 背面空洞注入用材料の比較表を表-3.1に，また注入材選定フローを図-3.1に示す. 
  
 

表-3.1 背面空洞注入用材料比較表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

なお，上記以外の材料の適用については，監督員と協議するものとする. 
 

①充填性および流動性 
  注入材は，作用地圧および地盤反力を覆工に均等に伝達することを目的としている.よって，注入材で覆工

と背面の地山を密着させるために，充填性，流動性に優れているものを選定する必要がある. 
セメント系注入材の場合，流動性は材料分離と密接な関係にあり，あまり流動性を良くすると材料分離の原

因となることもある. 
 
②非漏出性 

  覆工のひび割れや目地部の目開きが大きい場合には，注入材が漏出する恐れがあるため，漏出対策を講じる

必要がある. 
表-3.1に示す可塑性注入材については，4.7 試験法に示すとおり，簡易な実験装置を用い，1mm～10mm の

隙間に注入材を投入して，隙間への漏出深さ（覆工厚さを想定し，最大深さ 35cm とした.）を測定した.その

結果から，可塑性注入材は多少の隙間からの漏出があるものの，5mm 以下の隙間に対して 
 

 

 

 

ＴＹＰＥ１ ＴＹＰＥ２ ＴＹＰＥ３ ＴＹＰＥ４ ＴＹＰＥ５ ＴＹＰＥ６
ｴｱﾓﾙﾀﾙ ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒ

ﾝﾄ系のも
の

可塑性ｾﾒﾝﾄ
に可塑剤を
加えたもの

発泡ｳﾚﾀﾝ（ｼﾘ
ｶﾚｼﾞﾝ含む)

比重(KN/m3) 9～15程度 1～2程度

硬化(凝結)時間 数時間
速い(1hr

程度)
数時間 数時間 数時間

速い(1hr
程度)

数時間 60±30sec

覆工への荷重負
担

中 小

耐火性 不燃性
難燃性（自己
消火性あり）

充填性・流動性
可塑状注入材より
劣るが状況により
適用可

適用可

非漏出性
漏出しやすいが状
況により適用可

適用可

水中分離抵抗性
材料分離が生じや
すいので湧水が多
い箇所では不適

適用可

非収縮性 適用可 適用可

 

適用性

非ｾﾒﾝﾄ系
注入材

13～15程度

適用可

適用可

適用可

適用可

11～12程度

ﾓﾙﾀﾙ系注入
材

材質

＊１　可塑状注入材

ｴｱﾓﾙﾀﾙに可塑剤を
加えたもの

ﾓﾙﾀﾙに特殊増粘材
を加えたもの

不燃性

中

種別

材料種別



  

新旧対照表（その 15） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

 13 は,完全に漏出しないことが実験より確認されている.よって，これを目安に，漏出対策の判断を行うことが望ま

しい. 
③水中分離抵抗性 
湧水のある場合には,比重の小さい材料は流されたり,水面下では充填不足となりやすいことから,比重の大きいも

のを選定する必要がある.また,水中で分離しない材料や急結性のものなどの検討も行う必要がある. 
④非収縮性 
  注入材は,①充填性・流動性で示したとおり,覆工と背面の地山を密着させる必要があることより,ブリージング

が少なく注入後の体積収縮が少ないものを選定する必要がある.表-3.1 ，に示す可塑状注入材では,エアモルタル

に可塑剤を加えた注入材は,,実験結果より体積収縮が少ない結果となっている.よって,局所的な大規模の空洞が

存在する場合には,収縮率が小さい材料を選定する必要がある. 
⑤硬化時間 
  湧水のある個所や付近に排水設備がある場合には,硬化時間の検討が必要である.特に湧水のある個所では,材料

分離,逸出,強度不足となりやすいので十分な検討を要する. 
⑥強度 
  空洞注入工に用いる注入材は,一般的に高強度のものは必要なく,地盤反力を均等に伝達できるように,材料にば

らつきがないように施工することが必要である. 
⑦比重 
 注入することにより，覆工には荷重がかかることになるが，覆工厚さが薄く空洞厚さが大きい場合には，比重

の小さい材料を選定する必要がある. 
 
 

は，完全に漏出しないことが実験より確認されている.よって，これを目安に，漏出対策の判断を行うこと

が望ましい. 
 非セメント系注入材は，硬化速度が速いため，一旦漏出した注入材が瞬時に硬化して隙間を閉塞させるた

め，可塑性注入材のような漏出に対する懸念は小さいが，可塑性注入材と同様の試験方法で確認することが必

要である. 
③ 水中分離抵抗性 

 湧水のある場合には，セメント系注入材のような密度の小さい材料は水流により流出しやすく，水中では充

填不足となりやすいことから，密度の大きい注入材を選定する必要がある.また，水中で分離しない材料や急

結性のものなどの検討も行う必要がある. 
 反応後の非セメント系注入材については，湧水や地下水への注入成分の溶出の懸念はないが，反応前の状態

では，湧水や地下水に注入材成分が溶出して水質や周辺環境に影響を及ぼす可能性があるため，これらを十分

に考慮した注入材でなければならない. 
④非収縮性・発泡倍率 

  注入材は，①充填性および流動性で示したとおり，覆工と背面の地山を密着させる必要があることから，セ

メント系注入材では材料分離が少なく注入後の体積収縮が少ないものを選定する必要がある.表-3.1に示す可

塑性注入材では，材料規定に非収縮性を求めており，体積収縮が少ない材料としている.しかし，局所的に大

規模の空洞が存在する場合には，より収縮率が小さい材料を選定することが望ましい. 
 非セメント系注入材は，非収縮性に加え発泡倍率が重要となる.発泡倍率は，注入材の種類や混合比により

大きく異なるものであるため，性能の低下や覆工に影響を与えない適切な発泡倍率の設定が必要となる. 
⑤硬化時間（凝結時間） 

  湧水のある箇所や付近に排水設備がある場合には，硬化時間の検討が必要である.特に湧水のある箇所でセ

メント系注入材を施工する場合は，材料分離，逸出，強度不足となりやすいので十分な検討を要する.非セメ

ント系注入材の場合は，硬化時間が非常に短いため，硬化時間に応じた適切な施工方法を検討しなければなら

ない. 
⑥強度 

  背面空洞注入工に用いる注入材は，一般的に高強度のものは必要なく，地盤反力を均等に伝達できるように

所要の強度を有し，材料にばらつきがなく，均一に注入されることが必要である.なお，注入材の圧縮強度

は，1N/mm2以上あればよいとされているが，施工時には湧水があったり，過度に注入材が流動したりするこ

とが考えられ，注入後のばらつきが想定されることから，安全を見込んで 1.5N/mm2以上を標準とする. 
⑦密度 

 注入することにより，覆工には注入材の自重が荷重として加わるため，覆工厚さが薄く空洞厚さが大きい場

合には，密度の小さい材料を選定する必要がある. 
 

 このように，注入材の選定にあたっては，注入規模，施工条件や湧水，覆工のひび割れ等に対し，適切な注

入材を選定するとともに，安全性および経済性も十分に考慮して選定しなければならない.また，セメント系

および非セメント系注入材とも品質規格に合致するものを選定し，特に非セメント系では，安全管理に関する

ガイドラインに準拠する注入材を用いるものとする． 

 

 



  

新旧対照表（その 16） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

 14    

 

図-3.1 注入材選定フロー 

モルタル系注入材が注入できない

湧水が存在する※１ 

START 

モルタル系注入材を使用した場

合，覆工のひび割れや目地から

漏出する可能性がある 

施工規模※2 

周辺施設の利水状況等に

より可塑性注入材が使用

できない※3 

可塑性注入材 
非セメント系 

注入材 
モルタル系 

注入材 

Yes 

Yes 

Yes 

No 

No 

No 

大規模 

小規模 

※1：事前調査および調査孔の削孔時に，湧水が確認された場合は，注入材の品質が確保できな

い場合があることから，事前に空洞内の水抜きや地下水位を下げる対策を実施する必要がある． 

※2：非セメント系注入材は，「過去に空洞注入を実施したトンネルで，かつ空洞調査の結果，小

規模な空洞が点在している状況にあるトンネル」を適用の基本とするが，施工設備や経済性等を

考慮して判定すること． 

※3：トンネル周辺において，地下水を飲料水等に使用している場合は，細心の注意を払う必要

がある． 



  

新旧対照表（その 17） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

3 15 ３．３． 注入材の品質規格 
背面空洞注入工に使用する材料は，各種規格に適合しなければならない. 

背面空洞注入工に使用する材料は，表－3.2 の規格に適合しなければならない. 
 
なお，表－3.1 に示す可塑状注入材以外の注入材は，表－3.3 に示す各種項目について試験を実施し，規格値を

満足するものでなければならない. 
 

３．３． 注入材の品質規格 
背面空洞注入工に使用する材料は，各種規格に適合しなければならない. 

（解説） 
背面空洞注入工に使用する注入材は，表-3.2に示す規格に適合しなければならない. 
また，各材料においては表-3.3～表-3.4に示す各種項目の試験を実施し，規格値を満足するものでなければな

らない. 
 

 

 
表-3.2 背面空洞注入材の品質規格 

種別 

セメント系 非セメント系 

モルタル系 

注入材 
可塑性注入材 

ウレタン系 

注入材 

材料種別 
エア 

モルタル 

エアモルタ

ルに可塑剤

を加えたも

の 

ポリマー 

セメント系 

モルタルに特

殊増粘材を加

えたもの 

可塑性セメン

トに可塑剤を

加えたもの 

発泡ウレタン

（シリカレジ

ンを含む） 

密度 

(kN/m3) 
9～15 程度 11～12 程度 13～15 程度 1～2 程度 

フロー値 

（mm） 

試験法 S313 200±20 

80～150 

(200±20) *１ 

 

－ 130±25＊３
 100±20 － 

JIS A 5201   180±25 － － － 

空気量(%) 50±5 40±5*２ ― 

圧縮強度 

(N/mm2) 
1.5 以上 

備考  

硬化時間が 1

時間程度の

速硬型があ

る 

＊1:可塑状

前のフロー

値 

＊2：速硬型

の空気量 

43±5％ 

  

硬化時間が 1

時間程度の速

硬型がある 

＊3：速硬型

のフロー値 

100±20 
  

    

 

 

表－3.2 背面空洞注

 
Ｔ Ｙ Ｐ Ｅ１ ＴＹＰ Ｅ ２ ＴＹＰ Ｅ ３ ＴＹ Ｐ Ｅ ４ ＴＹＰ Ｅ ５ Ｔ Ｙ Ｐ Ｅ ６

ｴ ｱ ﾓﾙﾀ ﾙ
ﾎﾟﾘﾏｰｾ ﾒﾝﾄ
系の も の

可 塑 性ｾ ﾒﾝﾄ
に 可 塑 剤 を
加 え た も の

発 泡 ｳﾚ ﾀﾝ（ｼ
ﾘｶ ﾚｼ ﾞ ﾝ含 む )

9～ 15程 度 11～ 12程度 11～ 12程 度 13～ 15程 度 13～ 15程 度 13～15程 度 13～ 15程 度 1～ 2程 度

フ ロ ー 値 200± 20
*1  (200± 20)

8 0～ 150
*1  (2 00± 20 )

80～ 150
180± 25 130± 25 100± 20 100± 20

試 験 方 法
JH S 313
(ｼﾘﾝ ﾀ ﾞ法 )

J HS  3 13
(ｼ ﾘﾝﾀ ﾞ法 )

J IS  R5201
J HS  3 13
(ｼ ﾘﾝﾀ ﾞ法 )

JHS  313
(ｼ ﾘﾝ ﾀﾞ法 )

JH S  3 13
(ｼ ﾘﾝﾀﾞ法 )

51± 5 43± 5 40±5 － － － － －

*1 ： (    )内 は 可 塑 状 前 の エ ア モ ル タ ル の 値 で あ る 。
*2 ：発 泡 し な が ら 硬 化 す る の でフ ロ ー 値 は な い 。

 

　１ ．５ Ｎ /m m2以 上

フ ロ ー 値
(m m )

材 料 種 別

種 別

比 重 　 (KN /m
3
)

空 気 量 (% )
圧 縮 強 度

*2  －

非 ｾ ﾒﾝ ﾄ系
注 入 材

ﾓ ﾙ ﾀﾙ 系
注 入 材

可 塑 状 注 入 材

ｴ ｱ ﾓﾙﾀﾙ に 可 塑 剤 を加 え
た も の

ﾓ ﾙ ﾀﾙに 特 殊 増 粘 材 を加 え
た も の



  

新旧対照表（その 18） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

3 15 表－3.3 背面空洞注入材の品質規格(2) 
項目 規格項目 規格値 試験方法 

流動性 フロー値 

（静置時） 

フロー値：80～155mm 

60 分後のフロー値：100mm 以下 
JHS 313 ｺﾝｼｽﾃﾝｼｰ試験方法の

ｼﾘﾝﾀﾞｰ法 

フロー値 

（打撃時） 

フロー値：130mm～205mm 

60 分後のフロー値：170mm 以下 
JIS R5201 ﾌﾛｰ試験 

ﾌﾛｰｺｰﾝに代わって JHS 313 ｺ

ﾝｼｽﾃﾝｼｰ試験方法のｼﾘﾝﾀﾞｰ法

で適用する硬化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製ｼﾘﾝ

ﾀﾞｰを用いる. 

強度 一軸圧縮 

強度 

σ28=1.5N/mm2 以上 1.供試体の作り方 

JHS 313 の 3.圧縮強度試験方

法（40mm×40mm×160mm）あ

るいは JSCE-F 561(Φ50mm×

100mm)とする. 

2.圧縮強度試験方法 

JIS A 1108  

比重 比重 エア系：１１～１２KN/m3 

エア系以外：１１～１５KN/m3 
質量法による 

充填性 充填性 容器内全体に注入材が充填され角材や H

型鋼と の間にも隙間がなく密実に充填が

なされていること 

4.8 試験法による 

非漏出性 隙間への非漏

出性 

60 分経過後において 5mm 以下の隙間に完

全流出があってはならないこと 

水中分離

抵抗性 

濁度 分光光度計により測定した光透過率の値

により，濁り具合を確認する.水槽内に注

入材を投入する前の水の測定値と，投入

後 60 分経過後の水の測定値の増減比率が

±２％であること. 

ＰＨ 注入直後からの 60 分経過後のＰＨ測定比

率が±１０％であること. 

非収縮性 収縮量 28 日硬化後の収縮量が 2cm 以下であるこ

と 

 

表-3.3 セメント系注入材の品質規格 

項目 規格項目 規格値および仕様 試験方法 

密度 密度 エア系：9～15KN/m3 

エア系以外：13～15KN/m3 
質量法による 

流動性 フロー値 

（静置時） 

フロー値：80～155mm 

60 分後のフロー値：100mm 以下 

試験法 313 ｺﾝｼｽﾃﾝｼｰ試験方法

のｼﾘﾝﾀﾞｰ法 

フロー値 

（打撃時） 

フロー値：130mm～205mm 

60 分後のフロー値：170mm 以下 

JIS R5201 ﾌﾛｰ試験 

ﾌﾛｰｺｰﾝに代わって試験法 313 ｺ

ﾝｼｽﾃﾝｼｰ試験方法のｼﾘﾝﾀﾞｰ法で

適用する硬化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製ｼﾘﾝﾀﾞｰ

を用いる 
*エアモル

タル空気量 

空気量 50±5％ 
(可塑剤を加えた場合 40±5％） 

試験法 313 
2.空気量の測定方法 

強度 一軸圧縮強度 σ28=1.5N/mm2 以上 1.供試体の作り方 

試験法 313 3.圧縮強度試験方

法（40mm×40mm×160mm）あ

るいは JSCE-F 561(Φ
50mm×100mm)とする 

2.圧縮強度試験方法 

JIS A 1108 による 

充填性 充填性 容器内全体に注入材が充填され角

材や H 型鋼との間にも隙間がな

く密実に充填がなされているこ

と.ただし，上面については充填

率が 99％以上であること. 

4.7 試験法による 

非漏出性 隙間への 

非漏出性 

60 分経過後において 5mm 以下の

隙間に完全流出があってはならな

いこと 

水中分離抵

抗性 

濁度 分光光度計により測定した光透過

率の値により，濁り具合を確認す

る.水槽内に注入材を投入する前

の水の測定値と，投入後 60 分経

過後の水の測定値の増減比率が±

２％であること. 

ＰＨ 注入直後からの 60 分経過後の PH

測定比率が±10％であること. 

非収縮性 収縮量 28 日硬化後の収縮量が 2％以下で

あること 

※エアモルタルおよびエアモルタルに可塑剤を加えた注入材について行う. 
※強度，充填性，非漏出性，水中分離抵抗性，非収縮性については，使用材料毎に 1 回実施し，材料

使用届に添付して，監督員へ提出しなければならない．また，使用する材料の改良，新材料を適用す

る場合においては，必ず実施するものとする． 

 

 

 

 

 

 



  

新旧対照表（その 19） 
  変更前 変更後 備 考 

  表-3.4 非セメント系注入材の品質規格 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※強度，燃焼性，充填性，非漏出性，水中分離抵抗性，非収縮性については，使用材料毎に 1 回実

施し，材料使用届に添付して，監督員へ提出しなければならない．また，使用する材料の改良，新材

料を適用する場合においては，必ず実施するものとする． 
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新旧対照表（その 20） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

 16 ３．４ 注入材の配合 
  
 注入材の配合は，施工性，経済性を考慮して，所定の目的を満足するように最適なものを定めなければ

ならない. 
 

各材料種別毎の配合例を表－3.3～表－3.9 に示すが，これらは，過去の実績による配合であるため，所定の品

質が得られるように配合試験を実施しなければならない. 
 注入材料の圧縮強度は，１Ｎ/mm2以上あればよいとされているが，施工時には湧水があったり，過度に注入

材が流動したりすることが考えられ注入後のばらつきが大きいことより，余裕を見込んで設計基準強度（２８日

強度）を１．５Ｎ/mm2以上とする.  
表－3.3 モルタル系注入材      （１ｍ３当たり） 

フロー値 空気量 セメント 水 細骨材 起泡剤 水ｾﾒﾝﾄ比 設計基

準強度 

(mm) (%) (kg) (kg) (kg) (kg) (%) (Ｎ/mm2) 

200±20 50±5 250 210 500 3.1 84 1.5 

（注）生コン取り時のモルタル１ｍ３当たり配合は下表による. 
   なお，エアモルタル１ｍ３当たり生モルタル使用量は 0.485ｍ３を標準とする. 

Ｃ：Ｓ 
セメント 細骨材 水 

(kg) (kg) (kg) 

１：２ 515 1,031 433 

 
                表－3.4 可塑状注入材(ＴＹＰＥ１)   （１ｍ３当たり） 

Ａ液 Ｂ液 

設計圧縮 

強度 

空気量 セメン

ト 

水（希釈水

【20 倍】を

含む） 

細骨材 特殊起泡

剤 

可塑剤 水 

(%) (kg) (kg) (kg) (kg) (kg) (kg) (Ｎ/mm2) 

43±5 288 226 577 1.27 22.62 27.2 1.5 

（注）生コン取り時の注入材１ｍ３当たり配合は下表による. 
   なお，可塑状注入材１ｍ３当たり生モルタル使用量は 0.523ｍ３を標準とする. 

Ｃ：Ｓ 
セメント 細骨材 水 

(kg) (kg) (kg) 

１：２ 551 1,102 395 
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新旧対照表（その 21） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

3 17 表－3.5 可塑状注入材(ＴＹＰＥ２)   （１ｍ３当たり） 
Ａ液 Ｂ液 

設計圧縮 

強度 
空気量 セメン

ト 

水 細骨材 起泡剤 

(液体) 

可塑剤 

(液体) 

水 

(%) (kg) (kg) (kg) (kg) (kg) (kg) (Ｎ/mm2) 

40±5 300 230 600 16.8 30 - 1.5 

（注）生コン取り時の注入材１ｍ３当たり配合は下表による. 
   なお，可塑状注入材１ｍ３当たり生モルタル使用量は 0.560ｍ３を標準とする. 

Ｃ：Ｓ 
セメント 細骨材 水 

(kg) (kg) (kg) 

１：２ 540 1,079 414 

 
表－3.6 可塑状注入材(ＴＹＰＥ３)  （１ｍ３当たり） 

セメント ベントナイト 混和剤 水 設計圧縮強度 

(kg) (kg) (kg) (kg) (Ｎ/mm2) 

350 285 8.4 774 1.5 

 
表－3.7 可塑状注入材(ＴＹＰＥ４)  （１ｍ３当たり） 

セメント 細骨材 特殊増粘材 水 設計圧縮強度 

(kg) (kg) (kg) (kg) (Ｎ/mm2) 

245 245 125 775 1.5 

 
表－3.8 可塑状注入材(ＴＹＰＥ５)   （１ｍ３当たり） 

主材 添加材Ａ 添加材Ｂ 設計圧縮

強度 セメント ﾍﾞﾝﾄﾅｲﾄ 水 可塑剤Ａ 水 可塑剤Ｂ 水 

(kg) (kg) (kg) (kg) (kg) (kg) (kg) (Ｎ/mm2) 

300 300 720 3 32 15 30 1.5 

 
表－3.9 可塑状注入材(ＴＹＰＥ６)   （１ｍ３当たり） 

Ａ液 Ｂ液 
設計圧縮強度 

可塑性セメント 水 可塑剤 水 

(kg) (kg) (kg) (kg) (Ｎ/mm2) 

400 200 89 633 1.5 

非セメント系の注入材は，各社の社内規準により，薬液の配合比率を定めるものとする. 
 非セメント系の注入材は，取り扱う作業者の安全，周辺環境への影響，火災への安全を考慮して十分安全なも

のでなければならず，「山岳トンネル工法におけるウレタン注入の安全管理に関するガイドライン（平成１８年

１０月 東，中，西日本高速道路株式会社）」に適合した薬剤を使用するものとする. 
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新旧対照表（その 22） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

3 18 ３．５ 注入管 
  
 注入管は，背面空洞の範囲と大きさおよび施工性を考慮してその配置を決定しなければならない. 

 
注入孔は，背面空洞の生じやすいアーチクラウンを中心にして背面空洞の状態によりその周辺に設けるのが一般

的である. 
現在までの施工事例より，図－3.2 に示すとおりの配置を標準とする. 

 

３．４． 注入管 
  
 注入管は，背面空洞の範囲と大きさおよび施工性を考慮してその配置を決定しなければならない. 

（解説） 
注入孔は，背面空洞の生じやすいアーチクラウンを中心にして背面空洞の状態によりその周辺に設けるのが一

般的である. 
現在までの施工事例より，図-3.2に示すとおりの配置を標準とする. 

セメント系注入材               非セメント系注入材 

  

 
※後述する充填性試験において，非セメント系注入材で 4m の供試体により試験を実施し，合格

した製品にあっては，図中のセメント系注入材の注入管配置間隔での注入を検討してもよい.ま
た，セメント系注入材で，2.5m 供試体のみ試験を実施し，合格した製品については，図中の非

セメント系注入材を参考に注入管配置計画を立案するものとする. 
 

図-3.2 注入管配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

新旧対照表（その 23） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

4 19 ４．施工 
４．１． 施工手順 

 

４．施工 
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新旧対照表（その 24） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

4 20 ４．２． 準備工 
（１）覆工の事前点検 

①削孔作業前に覆工のひび割れおよび劣化等を目視，打音検査等により調査し，剥落する恐れのあるもの

は，ハンマー等でたたき除去するものとする. 
②旧(建設時)注入孔の金具類等が緩んでいる個所は,注入圧により落下する恐れがあるので必要な場合には,対
策を講じるものとする. 
③顕著な目開きのある目地部については,リークの可能性があるため,通行車両への被害が及ばないよう事前の

対策を講じるものとする. 
（２）削孔箇所の測量 
 設計図面（注入孔配置計画図等）及び事前点検結果に基づき，覆工内面にマーキングするものとする.覆工の

ひび割れが多い箇所及びマーキング位置が覆工目地に近い場合は，覆工に悪影響を及ぼさない箇所に移動するも

のとする. 

４．1． 準備工 
 施工を安全かつ効率的にするために，準備工として覆工，漏水樋の事前点検と削孔箇所の測量を実施する. 

（解説） 
（１）覆工，漏水樋の事前点検 
①過年度の点検結果を参考に覆工の既設孔，ひび割れ等の変状を目視，打音検査等により調査し，はく落する恐

れのあるものは，ハンマー等でたたき除去するものとする. 
②既設注入孔の取付金具等が緩んでいる箇所は，注入圧により落下するおそれがあるので必要な場合には，対策

を講じるものとする. 
③顕著な目開きのある目地部については，リークの可能性があるため，通行車両への被害が及ばないよう漏出対

策を講じるものとする. 
④経年劣化した漏水樋に注入材が漏出した場合，漏水樋が破損し，漏出する可能性もあることから，漏水樋につ

いても事前に点検を行い，変状がある場合は取替えを実施しておくことが望ましい． 
⑤過年度に覆工調査のため，削孔を実施した記録が確認できる場合には，閉塞されていない削孔穴が樋などで隠

れている場合もあるため，必要に応じて，樋を撤去し，樋内部の状態を確認することが望ましい． 
注入時の漏出事例を参考資料-1に示すので，留意すること． 

（２）削孔箇所の測量 
 設計図面（注入孔配置計画図等）および現地調査結果に基づき，覆工内面に削孔の前に位置をマーキングする

ものとする.マーキング位置が覆工のひび割れが多い箇所や覆工目地に近い場合は，削孔が覆工に悪影響を及ぼさ

ない位置へ変更するものとする. 

 

 ４．３． 調査孔，注入孔の削孔 
 削孔はコンクリート用コアドリルおよびＰＶＭ（Percussive-drilled Void Measuring）システムを用いることを原

則とする.コンクリート用コアドリルかＰＶＭシステムの選択は，対象とするトンネルの調査種別，調査・工事

規模（トンネル本数や削孔箇所数）や調査・工事期間等の条件を考慮して適用の判断を行う必要がある 
 削孔径はコンクリート用コアドリルの場合，注入孔径を考慮して定めるが，一般に注入孔径が５０ｍｍ程度の

場合，削孔径は６５ｍｍである.ＰＶＭシステムを用いる場合は，一般に削孔径３３ｍｍで調査孔を削孔した

後，注入孔として６５ｍｍに拡径を行う.削孔長は，覆工厚が確認できる長さとし，覆工厚，背面空洞厚を記録

しておき注入計画の資料とする.削孔した調査孔（注入孔）をそのままにして，交通開放した場合は湧水や土砂

等の落下が懸念されるため調査孔（注入孔）を一時的に閉塞する等の処置を講じなければならない.これらは，

交通規制条件（時間帯，規制形態等）より，日当たりの施工能力（本数等）を充分に勘案し，削孔計画をたてる

必要がある. 
 削孔にＰＶＭシステムを用いる場合には，参-2 「トンネル覆工背面の空洞調査法（ＰＶＭシステム）マニュ

アル」を参照するとよい. 
 

４．２． 調査孔，注入孔の削孔 
 削孔はコンクリート用コアドリルを用いることを原則とする. 

（解説） 
（１）削孔径 

削孔径はコンクリート用コアドリルの場合，注入管径を考慮して定めるが，一般にセメント系では注入管径が

50mm 程度の場合，削孔径は 65mm であり，非セメント系の場合では注入管径が 20mm 程度の場合，削孔径は

32mm である. 
（２）削孔長 

削孔長は，覆工厚が確認できる長さとし，覆工巻厚，背面空洞厚を記録しておき注入計画の資料とする. 
削孔した孔をそのままにして，交通開放した場合は湧水や土砂等の落下が懸念されるため，注入孔としても用

いる場合は，図-4.1，図-4.2に示す取付器具を設置し，注入孔として用いない場合においては，図-4.3，図-4.4

に示すとおり，閉塞などの対策を講じておくものとする．閉塞プレートの材質は SUS が主に使用されているが，

安全性向上を目的にポリカーボネートを使用している事例もあるため，参考にされたい． 

 

 

 



  

新旧対照表（その 25） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

4 21 ４．４． 注入管および取付器具の設置 
注入管および取付器具の設置，後処理については，交通開放状態において一般走行車に対し支障がない

よう必要な措置を講じなければならない. 

 一般的な注入管および取付器具の構造と材料を，図－4.1，図－4.2，表－4.1 に示す. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．３． 注入管および取付器具の設置 
注入管および取付器具の設置，後処理については，供用期間中において一般走行車に対し支障がないよう

必要な措置を講じなければならない. 

（解説） 
一般的な注入管および取付器具の構造と材料を，図-4.1，図-4.2，表-4.1，表-4.2に示す. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.1 注入管と取付器具の例（セメント系注入材） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4.2 取付器具例 
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表－4.1 材料表例 

 
単位

本

個

個

組

口元器具

ネジプラグ（Φ５０）

1

名称

2ｺﾝｸﾘｰﾄｱﾝｶｰ(M10×70)

1

数量

1

(箇所当たり)

取付器具

ﾎﾞﾙﾄ､ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞﾜｯｼｬｰ含む(SUS)

注入管（ＶＰ５０）

備考

片ネジ切り加工

硬質プラスチック

硬質プラスチック

図－4.1 注入管例 

　 ネジプラグ詳細図

 　 　　５０ｍｍ程度

注入管 　

注入管ネジ切り加工図

  

　

　

　

取付器具

接着剤 アンカーボルト

ネジプラグ（キャップ）

　 ネジプラグ詳細図

 　 　　５０ｍｍ程度

注入管 　

注入管ネジ切り加工図

  

　

　

　

取付器具

接着剤 アンカーボルト

ネジプラグ（キャップ）

 
単位

本

個

個

組

口元器具

ネジプラグ（Φ５０）

1

名称

2ｺﾝｸﾘｰﾄｱﾝｶｰ(M10×70)

1

数量

1

(箇所当たり)

取付器具

ﾎﾞﾙﾄ､ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞﾜｯｼｬｰ含む(SUS)

注入管（ＶＰ５０）

備考

片ネジ切り加工

硬質プラスチック

硬質プラスチック

表-4.1 材料表例（セメンﾄ系注入材） 

コーキング剤 



  

新旧対照表（その 26） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

4 21   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 単位 数量 備考 

注入管（HT-20） 本 １ 耐熱塩ビ 

取付器具  元口器具 本 １ φ20×13 

 ネジキャップ 個 １  

 アンカー（M10×70 ） 組 ２ ボルト・スプリングワッ

シャーを含む 

 

 

表-4.2 材料表例（非セメント系注入材） 

新 規 
図-4.2 注入管と取付器具の例（非セメント系注入材） 



  

新旧対照表（その 27） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

4 21   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新 規 

 

図-4.3 削孔径 65mm の場合の閉塞工の事例 

表-4.3 削孔径 65mm の場合の閉塞工の仕様例 

図-4.4 削孔径 32mm の場合の閉塞工の事例 

表-4.4 削孔径 32mm の場合の閉塞工の仕様例 



  

新旧対照表（その 28） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

4 22 図-4.1 のとおり注入管の先端は竹割構造とし,地山か

ら 50mm 程度はなして固定するものとするが, 空洞

厚が薄い場合には,注入直後に急激な圧力上昇が生じ

注入ができないこともある.よって,図－4.3 のとおり

100mm 程度の空洞厚の場合は，注入管の先端は竹

割構造としないほうが望ましい. 
  注入管の取付けから後処理までの一般的な手順を

図－4.4～図－4.6 以下に示す. 
(1)あらかじめネジ切り加工された取付器具に注入管

を接続し，注入孔内に挿入してアンカーボルトで固

定する.この時,注入孔と注入管は接着剤(樹脂ボンド)
により固定する.また,ゆるみ防止のためナットにも

接着剤を塗布するものとする. 
(2) 取付器具のネジ部にニップル（管継手）を接続

し，注入ホースにて注入する.その際，隣接の注入孔

（確認孔）には，注入材の流出確認を行うためにあ

らかじめストップバルブのみ取り付けておくものと

する. 
(3)注入完了後は，ストップバルブ，ニップルをはず

しネジプラグにて注入管を閉塞する.なお，ゆるみ防

止のためネジプラグのネジ部には接着剤を塗布する

ものとする. 
 

図-4.1 のとおりセメント系注入材の場合には，注入管の先端は竹割構造とし，地山から 50mm 程度離して固定す

るものとするが，空洞厚が薄い場合には，注入直後に急激な圧力上昇が生じ注入ができないこともある.よって， 
図-4.5のとおり 100mm 程度の空洞厚の場合は，注入管の先端は竹割構造としないほうが望ましい. 
  注入管の取付けから後処理までの一般的な手順を図-4.6に示す. 
(1)あらかじめネジ切り加工された取付器具に注入管を接続し，注入孔内に挿入してアンカーボルトで固定する.こ

の時，注入孔と注入管はコーキング剤により固定する.また，アンカーボルトのナットはゆるみ止めナット仕様

とすることが望ましい． 
(2)取付器具のネジ部にニップル（管継手）を接続し，注入ホースにて注入する.その際，隣接の注入孔（確認孔）

には，注入材の流出確認を行うためにあらかじめストップバルブのみ取り付けておくものとする. 
(3)注入完了後は，ストップバルブ，ニップルをはずしネジプラグにて注入管を閉塞する.なお，ゆるみ防止のため

ネジプラグのネジ部には接着剤を塗布するなど，がたつきがないようキャップにて閉塞するものとする． 
(4)注入管および取付器具は設置したが，注入材が入らないケースとなった場合には，将来に亘り，そこから漏水

する懸念もあるため，止水ゴムを挿入して，キャップにて閉塞するものとする． 
(5)施工完了後，取付金具のナット，ネジキャップについては，アイマークを明示するものとする． 

 

 

１００ｍｍ程度 　

注入管

 

　

　

　

取付器具

接着剤 アンカーボルト

ネジプラグ（キャップ）

図－4.3 注入管(空洞厚が薄い場合) 

図－4.5 注入管手順(2) 
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図－4.6 注入管手順(3) 
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図－4.4 注入管手順(1) 
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取 付 器 具

　 ア ン カ ー ボ ル ト

１００ｍｍ程度 　

注入管

 

　

　

　

取付器具

接着剤 アンカーボルト

ネジプラグ（キャップ）

図-4.5 注入管(空洞厚が薄い場合) 

コーキング剤 

図-4.6 注入管取付から撤去まで 

手順① 手順② 

手順③ 



  

新旧対照表（その 29） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

4 23 ４.５ 注入順序 
 
 注入は基本的には，高低の低い方から高い方（トンネルの縦断方向）に片押しで施工していくものとする.一
般的な注入例を下記に示す. 
 
 ①一次（肩部）注入 

 片側車線の注入孔より片側部分に相当する量に近い分の注入を行うか，隣接の注入孔（確認孔）からの流

出（リーク）もしくは注入圧力の上昇で確認を行う. 
 

 
 
 
 
 
 
 

図－4.7 一次注入施工図 
 ②二次（肩部，天端部）注入 

 反対車線に移り注入孔より注入し，隣接する注入孔（確認孔）から流出（リーク）もしくは注入圧力の確

認を行う. 
 

 
 
 
 
 
 

図－4.8 二次注入施工図 
 ③三次注入 

 二次注入完了後に，充填を確認できなかった注入孔（確認孔）からも注入し，充填を完了させる. 
 
 
 
 
 
 
 

図－4.9 三次注入施工図 
 
 肩部からの注入はトンネル覆工に偏圧をかけないためにも左右交互に注入することが重要である.よって，交

通通規制条件を充分勘案して，トンネル覆工に対してバランスのとれた注入計画を行う必要がある. 
 

４．４． 注入手順 
 注入の施工手順は，注入材料，施工規模，施工条件に合わせて，確実かつ安全な手順を定めなければなら

ない. 
（解説） 

注入は基本的には，トンネル縦断勾配の低い方から高い方に片押しで施工していくものとする.一般的なセメン

ト系注入材の注入の施工例を下記に示す. 
 
 ①一次（肩部）注入 

 片側車線の注入孔より片側部分に相当する量に近い分の注入を行うか，隣接の注入孔（確認孔）からの流出

（リーク）もしくは注入圧力の上昇で確認を行う. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ②二次（肩部，天端部）注入 

 反対車線に移り注入孔より注入し，隣接する注入孔（確認孔）から流出（リーク）もしくは注入圧力の確認

を行う. 
 

 
 
 
 
 
 
 ③三次注入 

 二次注入完了後に，充填を確認できなかった注入孔（確認孔）からも注入し，充填を完了させる. 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4.7 注入施工例（セメント系注入材） 

 
 肩部からの注入は覆工に偏圧をかけないためにも左右交互に注入することが重要であり，交通規制条件を勘案

し，トンネル覆工に対してバランスのとれた注入計画をする必要がある. 
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新旧対照表（その 30） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

4 23    

 

図-4.8  注入手順のフロー（セメント系注入材） 

新 規 



  

注入１ 
注入２ 

新旧対照表（その 31） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

4 23   
 非セメント系の注入手順もほぼ同様であり，トンネル縦断勾配の低い方から高い方に片押しで施工していくも

のとする.一般的なセメント系注入材の注入施工例を下記に示す. 
 
①一次注入（肩部 Ｅ，Ｄ列） 
 片側車線の注入孔より片側部分に相当する量に近い分の注入を行うか，隣接の注入孔（確認孔）からの流出

（リーク）もしくは注入圧力の上昇で確認を行う. 
 

 

 

 

 

 

 
②二次注入（肩部 Ａ列，Ｂ列) 
 反対車線に移り片側部分に相当する量に近い分の注入を行うか，隣接する注入孔（確認孔）から流出（リー

ク）もしくは注入圧力の確認を行う. 
 

 

 

 

 

 

  
③三次注入（天端 Ｃ列) 
 二次注入完了後に，充填を確認できなかった注入孔（天端）から注入し，充填を完了させる. 
 

 

 

 

 

 

 

図-4.9  注入施工例（非セメント系注入材） 

 

 

 

 

 

 

注入４ 
注入３ 

注入５ 
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新旧対照表（その 32） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

4 23   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.10 注入手順のフロー（非セメント系注入材） 
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新旧対照表（その 33） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

4 24 ４．６． 注入工の施工管理 
（１）注入工施工手順 
  標準的な注入施工手順は下記のとおりである. 

 

４．５． 注入工の施工管理 
注入における施工手順，注入圧の管理，充填確認および流量計の管理は，注入材料，施工規模，

施工条件に併せて確実で安全な手順を定めなければならない. 

（解説） 
（１）注入工施工手順 
  標準的な注入施工手順は下記のとおりである. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4.10 注入施工フロー 

〈作業内容〉 
 

〈留意事項〉 

①注入ホースの取り付け 

②注 入 開 始           

③注 入           

④注 入 終 了           

⑤注入ホースの取り外し 

⑥注入箇所の移動 

注入箇所の選定、注入ホースの固定 

圧力確認 

・注入圧力、漏出、構造物の変状監視 

・適正な吐出量を維持する。 

注入量の確認 

圧抜き（飛散に注意）後、外す。 

注入ホースの移動。 

図-4.11 注入施工手順 

 

注入ホースの取り付け 

注 入 開 始           

注 入           

注 入 終 了           

注入ホースの取り外し 

注 入 箇 所 の 移 動 

（留意事項）注入箇所の選定、注入ホースの固定 

（留意事項）注入圧の管理、注入管の閉塞 

（留意事項）・注入圧の管理、漏出・構造物の変状監視 

     ・適正な吐出量の維持 

（留意事項）注入量の確認 

（留意事項）圧抜き（飛散に注意）後、取り外し 

      ミキシングヘッド清掃（非セメント系注入材） 

（留意事項）注入ホースの移動 



  

新旧対照表（その 34） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

4 24 

25 

（２）注入圧力の管理 
注入圧力は，注入材の種類および施工方法を十分考慮し，トンネル覆工および近接構造物等への

影響のないよう，注入が可能な範囲で小さくしなければならない. 
 注入圧力は，ポンプで行う場合は注入管直下に取り付けた圧力計で０．１ＭＰａ～０．２ＭＰａ程度（静水圧

のない場合）で管理し，背面空洞を十分に充填できる範囲内で，構造物に変状をきたさないように，できるだけ

低くして注入する. 
 急激な圧力変化が生じた場合は，異常の有無を確認する. 
 湧水圧がある場合は，水抜き孔等を設けて湧水圧を前もって下げるなど，適切な処置を施してから注入するの

がよい.しかし，地質によっては，水抜き孔等から地山中の細粒分の流出を伴う場合があるので，十分な配慮が

必要である.場合によっては，地山注入等の併用を検討する必要がある. 
 
（３）充填確認方法 

①隣接の注入管から注入材が流出（リーク）した場合. 
②注入圧力が０．２ＭＰａまで上昇した場合. 
 ただし，注入量が設計数量の１．５倍に達した場合には，当該箇所での注入を一度中断して，周辺の他の

注入箇所の注入を行った後に再度その箇所に戻って注入する. 
 また，それでも充填が確認されない場合は，覆工および地山状況を確認のうえ，打ち止めとするか，肩部

付近を粘性の高い充填材で堰状に固めバルクヘッドを形成させ注入を続けるかの判断を行うものとする. 
 
（４）流量計の管理について 
 トンネル覆工背面空洞の注入数量は，気泡混合軽量盛土のように仕上がりの躯体形状（体積）からの確認がで

きないことより，使用材料の入荷伝票との照合により流量計で確認することとしている.よって，流量計による

数量管理は重要であることより，注入時には，下記のとおり流量計のキャリブレーションを実施しなければなら

ない. 
① キャリブレーションの手順 
 図-4.11 のとおり，水槽の水をポンプで流量計を通して送水し，受け水槽に溜めた後に，流量計の示す水量と

受け水槽の水量を比較する.使用する水の総量と単位送水量（分当たり送水量）は，流量計の仕様に応じて選定

するものとする. 
 

 

 

 

 

 

 

図 4.12 キャリブレーションの手順 

（２）注入圧力の管理  
注入圧力は，注入材の種類および施工方法を十分考慮し，トンネル覆工および近接構造物等への影響がない

よう，注入が可能な範囲で小さくしなければならない.注入圧力は，ポンプで行う場合は注入管直下に取り付け

た圧力計により 0.1MPa～0.2MPa 程度（静水圧のない場合）で管理し，背面空洞を十分に充填できる範囲内

で，構造物に変状をきたさないように，できるだけ抑えて注入する.なお，急激な圧力変化が生じた場合は，注

入を直ちに中断して，異常の有無を確認する.また，湧水が多量の場合は，水抜き孔を設けるなど，適切な処置

を施してから注入する必要がある.しかし，地質によっては，水抜き孔等から地山中の細粒分の流出を伴う場合

があるので，十分な配慮が必要であり，現場状況によっては，地山注入等の併用を検討する必要がある. 
 

（３）充填確認方法 
①隣接の注入管（確認孔）から注入材が流出（リーク）した場合. 
②注入圧力が 0.2MPa まで上昇した場合. 
 ただし，注入量が設計数量の 1.5 倍に達した場合には，当該箇所での注入を一度中断して，周辺の他の注入

箇所の注入を行った後に再度その箇所に戻って注入する.また，それでも充填が確認されない場合は，覆工およ

び地山状況を確認のうえ，打ち止めとするか，肩部付近を粘性の高い充填材で堰状に固めバルクヘッドを形成

させ注入を続けるかの判断を行うものとする. 
 なお，非セメント系注入材の場合は注入を一度中断し，再度その箇所に戻って注入する事は注入材が発泡硬

化しており不可能であるため，別に注入孔を設け注入する事になり，急な機材の段取り替えが難しく時間が掛

かる.そのようなことが想定される場合には，事前に監督員と協議し，一次，二次注入時に設計の 1.5 倍程度注

入し，三次注入時では圧力に注意しながら充填を完了させるものとする．  
 

（４）流量計の管理について 
注入数量は，仕上がりの躯体形状（体積）からの確認ができないことから，使用材料の入荷伝票との照合に

より流量計で確認することとしている.従って，流量計による数量管理は重要であることから，注入時には，下

記のとおり流量計のキャリブレーションを実施しなければならない.なお，キャリブレーションの実施頻度は，

施工開始前に 1 回および注入数量が 1,000m3毎に 1 回実施するものとする. 
 
① セメント系注入材のキャリブレーションの手順 

図-4.12のとおり，水槽の水をポンプで流量計を通して送水し，受け水槽に溜めた後に，流量計の示す水

量と受け水槽の水量を比較する.使用する水の総量と単位送水量（時間当たり送水量）は，流量計の仕様に応

じて選定するものとする. 
 

 

 

 

 

 

 

図-4.12 キャリブレーションの手順 

 

 

 

 

 

 

 



  

新旧対照表（その 35） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

4 25 

26 

比較結果から求められた水量は，Ａ式による計算から誤差率を求め，許容範囲内であるならば，流量計は使用可

能とする. 
 誤差率（％）＝（流量計表示量（㍑）－受け水槽の計測水量（㍑））／流量計表示量（㍑）×100：Ａ式 
 誤差率許容範囲：（流量計の計量誤差＊１±１％）＋（実測計量誤差±１％）＝±２％以内 

＊１：使用水量に対する計量誤差が±１％ 
 受け水槽の水量は，容積が計量できるものは，容積で求めるが，質量から水の容積を換算してもよいものとす

る. 
② キャリブレーションの実施頻度 
 施工開始前に１回および注入数量が 1,000ｍ3毎に 1 回実施する. 
 
 注入工事で使用する流量計は，自記記録計付き電磁流量計が一般的である.流量計に関して，留意する事項と

しては 
・ 振動，衝撃が加わるような箇所や注入材の飛散等が考えられる箇所への流量計の設置は避けなければな

らない. 
・ 流量計の管内に少しでも付着物があると，誤差の原因になりやすいことから，適宜，管内の水圧送を行

うと同時に，柔らかいブラシを用いて付着物を取り除かなければならない. 
・ 流量計のゼロ点補正を確実に行う必要がある. 

が挙げられる. 
 なお，2 液性の注入材は，Ａ液・Ｂ液それぞれのポンプの吐出量に合わせた，2 種類の流量計が必要となる.よ
って，各々の流量計による流量確認は，注入材の全体配合量から，Ａ液・Ｂ液個々の流量比を考慮することが重

要である. 
 
（５）その他留意事項 
 注入箇所の作業員は，注入孔，確認孔及び覆工背面を常時監視し，異常が発生した場合は，直ちに圧送を停止

させる.特に交通規制外からの注入材の漏出，交通規制外への注入材の飛散には充分注意するよう心掛けなけれ

ばならない. 
 

比較結果から求められた水量は，Ａ式による計算から誤差率を求め，許容範囲内であることを確認する. 
 誤差率（%）＝（流量計表示量（㍑）－受け水槽の計測水量（㍑））／流量計表示量（㍑）×100：Ａ式 
 誤差率許容範囲：（流量計の計量誤差＊１±1%）＋（実測計量誤差±1%）＝±2%以内 

＊１：使用水量に対する計量誤差が±１% 
 受け水槽の水量は，容積が計量できるものは，容積で求めるが，質量から水の容積を換算してもよいものと

する. 
 
②非セメント系注入材のキャリブレーションの手順 
 非セメント系注入材の場合には 2 種類の材料を混合させて発泡するため，ポンプから注入される材料が正確

な混合比でミキシングヘッドに供給される必要がある.なお，非セメント系注入材の施工では，注入ポンプと

流量計が一体化されているものが多く用いられており，このような機器を用いた場合に実施するキャリブレー

ションの例を示す.  
・注入ポンプの 2 材料の流量を，予め混合比に合った流量に設定しておく. 
・注入ポンプの注入設定量を 10kg として，ポンプを運転する. 
・空缶に各々の材料を注入管より別々に排出し，各質量を測定する. 
・空缶の風袋を引いた 2 薬液の合計質量が設定値の±3%以内（メーカーにより異なる）であることを確認す

る. 
・混合比が容積比の場合には，各々の質量を密度で除して，容積を求めて混合比が製品規定値内かを確認す

る. 
 

 注入工で使用する流量計は，自記記録計付き電磁流量計が一般的である.流量計に関して，留意する事項とし

ては次の事項が挙げられる. 
・ 振動，衝撃が加わるような箇所や注入材の飛散等が考えられる箇所への流量計の設置は避けなければなら

ない. 
・ 流量計の管内に少しでも付着物があると，誤差の原因になりやすいことから，適宜，管内の水圧送を行う

と同時に，柔らかいブラシを用いて付着物を取り除かなければならない. 
・ 流量計のゼロ点補正を確実に行う必要がある. 
 
 なお，2 液性の注入材は，A 液・B 液それぞれのポンプの吐出量に合わせた，2 種類の流量計が必要となる.
よって，各々の流量計による流量確認は，注入材の全体配合量から，A 液・B 液個々の流量比を考慮すること

が重要である. 
 

（５）その他留意事項 
 注入箇所の作業員は，注入孔，確認孔および覆工の状態を常時監視し，異常が発生した場合は，直ちに注入

を停止させる.特に交通規制外への注入材の漏出や注入材の飛散には十分に注意するよう心掛けなければなら

ない.注入材の漏出事例を参考資料-1に示す. 
また，注入時の漏出懸念箇所については，注入前に漏出対策を施しておくことも有効であり，事例を参考資

料-4に示すので，参考にされたい． 
 

 

 



  

新旧対照表（その 36） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

4 27 4．７． 品質管理基準 
 空洞注入工の施工については，以下の基準に基づいて施工するものとする. 
（１）モルタル系注入材，可塑状注入材（ＴＹＰＥ１，２） 

表－4.2 モルタル系注入材，可塑状注入材（ＴＹＰＥ１，２） 
品質管理 

項目 

品質管理 

方法 

品質管理の頻

度 

品質管理 

規準 

報告書 

提出時期 

報告書様

式 

監督員の立

会い要否 

空 

洞

注

入

工 

 

材

料

基

準

試

験 

起泡剤 
規格証明書に

よる 

施工開始前に

１回および製

造工場または

品質の変更が

あった場合 

各社の社内規

準による 
施工開始前 

― 

― 
ｾﾒﾝﾄ ｺﾝｸﾘｰﾄ施工管

理要領による. 

ｺﾝｸﾘｰﾄ施工管

理要領による. 

ｺﾝｸﾘｰﾄ施工

管理要領に

よる. 

ｺﾝｸﾘｰﾄ施

工管理要

領による. 

水 

細骨材 

基

準

試

験 

ﾌﾛｰ値 
JHS 313 の 

1.2.ｼﾘﾝﾀﾞ法 

施工開始前に

１回および製

造工場または

品質の変更が

あった場合 

フロー値 

(1)ﾓﾙﾀﾙ系注入

材は 200mm±

20mm 

(2)可塑状注入

材 

ｴｱﾓﾙﾀﾙは

200mm±20mm， 

可塑状後にあ

っては 

80mm～150mmm 

空気量 

(1)ﾓﾙﾀﾙ系 51

±5% 

(2)可塑状注入

材 

ｴｱﾓﾙﾀﾙの状態

(A 液混合後)

で 

TYPE1 43±5% 

TYPE2 40±5% 

圧縮強度 

1.5N/mm2以上 

 

注入前 
試験様式 

-340 
○ 

空気量 

JHS 313 の 

2.空気量の測

定方法 

圧縮強度

（供試体

形状） 

JHS 313 の 

3.圧縮強度試

験方法（40mm

×40mm×

160mm） 

あるいは 

JSCE-F 561(Φ

50mm×100mm) 

日

常

管

理

試

験 

ﾌﾛｰ値 
JHS 313 の 

1.2.ｼﾘﾝﾀﾞ法 
注入施工日当

たり２回（午

前午後各１

回） 

注入後 
試験様式 

-340 
○ 

空気量 

JHS 313 の 

2.空気量の測

定方法 

圧縮強度

（供試体

形状） 

JHS 313 の 

3.圧縮強度試

験方法（40mm

×40mm×

160mm） 

あるいは 

JSCE-F 561(Φ

50mm×100mm) 

注入施工日当

たり１回（供

試体５個１

回） 

注入圧 

測定装置によ

る記録 

― ― 

 

 

 

 

 

 

４．６． 品質管理基準 
 注入工の品質管理試験は，材料基準試験，基準試験および日常管理試験に分けて行うものとする. 

（解説） 
空洞注入工の施工における品質管理は，注入材料に分けて，表-4.5および表-4.6に基づいて実施するものとす

る. 
表-4.5 品質管理基準（セメント系注入材） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１エアモルタルおよびエアモルタルに可塑材を加えた注入材について行う． 

※２注入圧の測定記録については，施工完了時にまとめて提出するものとする． 

 

 

 



  

新旧対照表（その 37） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

4 28 ２）可塑状注入材（ＴＹＰＥ３，４，５，６） 

表－4.3 可塑状注入材（ＴＹＰＥ３，４，５，６） 
品質管理 

項目 

品質管理 

方法 

品質管理の

頻度 

品質管理 

規準 

報告書 

提出時期 

報告書様

式 

監督員の立

会い要否 

空 

洞

注

入

工 

 

材

料

基

準

試

験 

ｾﾒﾝﾄ，水

以外 

規格証明書によ

る 

施工開始前

に１回およ

び製造工場

または品質

の変更があ

った場合 

各社の社内規

準による 
施工開始前 

― 

― 
 ｾﾒﾝﾄ  

ｺﾝｸﾘｰﾄ施工管理

要領による. 

ｺﾝｸﾘｰﾄ施工管

理要領による. 

ｺﾝｸﾘｰﾄ施工

管理要領に

よる. 

ｺﾝｸﾘｰﾄ施

工管理要

領による. 

水 

基

準

試

験 

ﾌﾛｰ値 

【TYPE3】 

JISR5201 

ﾌﾛｰ試験に準じる 

施工開始前

に１回およ

び製造工場

または品質

の変更があ

った場合 

フロー値 

 【TYPE3】 

  180mm±25mm 

 【TYPE4】 

  130mm±25mm 

 【TYPE5,6】 

  100mm±20mm 

 

圧縮強度 

1.5N/mm2以上 

注入前 

試験様式- 

340 を準

用 

○ 

【TYPE4,5,6】 

JHS 313 の 

1.2 ｼﾘﾝﾀﾞ法 

圧縮強度

（供試体

形状） 

JHS 313 の 

3.圧縮強度試験

方法（40mm×

40mm×160mm） 

あるいは 

JSCE-F 561(Φ

50mm×100mm) 

 

日

常

管

理

試

験 

ﾌﾛｰ値 

【TYPE3】 

JISR5201 

ﾌﾛｰ試験に準じる 

注入施工日

当たり２回

（午前午後

各１回） 

フロー値 

 【TYPE3】 

  180mm±25mm 

 【TYPE4】 

  130mm±25mm 

 【TYPE5,6】 

  100mm±20mm 

 

圧縮強度 

1.5N/mm2以上 

 

試験様式- 

340 を準

用 

○ 

【TYPE4,5,6】 

JHS 313 の 

1.2 ｼﾘﾝﾀﾞ法 

圧縮強度

（供試体

形状） 

JHS 313 の 

3.圧縮強度試験

方法（40mm×

40mm×160mm） 

あるいは 

JSCE-F 561(Φ

50mm×100mm) 

注入施工日

当たり１回

（供試体５

個１回） 

注入圧 
測定装置による

記録 

― ― 

 

 

 

 

 

 

  

 

削 除 



  

新旧対照表（その 38） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

4 29 ３） 非セメント系 

 非セメント系の品質管理項目は，「ウレタン系注入式フォアポーリング技術資料 １９９８（ジェオフロンテ

研究会）」のⅡ ウレタン系注入材の標準試験方法編を参照に行うものとする. 

 硬化後の一軸圧縮強度は，可塑状注入材と同様とする. 

 

 
表-4.6 品質管理基準（ウレタン系注入材） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 混合前の各材料の品質とする 

※2混合後の品質基準とする 

※3非セメント系注入材のウレタン系およびシリカレジン系を使用する場合には，注入材の地下水等

への溶出管理には安全管理に関するガイドラインに準拠する 

※4注入圧の測定記録については，施工完了時にまとめて提出するものとする． 

 

 

 



  

新旧対照表（その 39） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

4 30 ４．８． 試験法 

 表-3．3 に示す充填性，非漏出性，水中分離抵抗性，非収縮性については下記の試験法に従って試験を実施し

規格値に適合するか確認するものとする. 

 

覆工背面空洞注入材の適用性確認試験方法 

 
１． 適用範囲 この規格は，矢板工法トンネルに用いる覆工背面の空洞注入材に対して，試験器具を用いて，

注入材の充填性，非漏出性（隙間への進入深さ），水中分離抵抗性，非収縮性の各種性能評価を行う試験方法に

ついて規定するものである. 
 
２． 試験種別 この試験の種別は次のとおり区分する. 
  ① 充填性試験 
  ② 非漏出性試験 
  ③ 水中分離抵抗性試験 
  ④ 非収縮性試験 
 
３． 試験の一般条件 15℃～25℃の室内により，規定した各種試験装置を使用して試験を実施する. 
 3.1 充填性試験 
 3.1.1 試験装置 試験装置は図－１のとおりとする. 
 ａ)高さ 300mm，幅 300mm，長さ 4000mm の排水こう底部に，所定の傾斜を付けて，モルタルを打設し硬化

させる. 
 ｂ)硬化した排水こう（容器）の下端には，高さ 100mm 程度のコンクリートブロックを４箇所，上端には

100mm 程度 の角材（木材）を４箇所およびＨ型鋼を２箇所固定する. 
 ｃ)表面には，充填状況等が確認できるように，透明のアクリル版を固定する.なお，注入圧力によるアクリル

板の浮き上がり防止として，適当な間隔で鋼材にて固定を行う. 
 ｄ)上記で製作された容器内には，注入口と注入口から２ｍの位置の計２箇所に，圧力ゲージを設置する. 
 3.1.2 試験方法 試験方法は次のとおりとする. 
 ａ)試験装置内に注入材を注入する. 
 ｂ)注入材の注入流量（注入ホースからの吐出量）は 30 ㍑/min とする. 
 ｃ)アクリル板から充填状況を観察する. 
 ｄ)圧力ゲージにて，注入時の圧力を計測する. 
 ｅ)注入は，先端部の吐出口から，試料が流出した時点で終了とする. 
 ｆ)注入開始時点から約２時間経過後に，容器を解体して充填状況の確認を行う.この時，容器内の上端・下端

に設置した，角材やＨ型鋼等の周辺にかけて，注入材が隙間なく密実に充填がなされているか詳細に観察して記

録する. 
 
 3.2 非漏出性試験 
 3.2.1 試験装置 試験装置は図－２のとおりとする. 
ａ) 木枠，木板，透明アクリル板を加工し，所定の容器を作製する. 
 ｂ) 隙間への逸走状況（注入材の進入深さ）を確認できるように，容器の表側には透明のアクリル板を設置す

る. 
ｃ) 容器の片側には，長さ 400mm 程度のシュート状の投入口を作製する. 

 

 

 

 

 

４．７． 試験法 
 注入材の品質管理試験は，注入材の物理的特性と注入性能を注入材の種類に応じて適切に評価できる試験

法によらなければならない. 
（解説） 
（１）セメント系注入材の試験方法 

 表-3.3に示すモルタル系および可塑性注入材の充填性，非漏出性，水中分離抵抗性，非収縮性については

以下の試験法に従って試験を実施し，その性能を確認するものとする.これらの試験は，特殊な場合を除き 
15℃～25℃の室内により，規定した各種試験装置を使用して試験を実施する. 
 

 （１）-1  充填性試験 
1) 試験装置  

a) 試験装置は図-4.13のとおりとする. 
b) 高さ 300mm，幅 300mm，長さ 2,500mm もしくは 4,000mm の排水溝底部に，所定の傾斜を付けて，

モルタルを打設し硬化させる. 
c) 硬化した排水溝（容器）の下端には，高さ 100mm 程度のコンクリートブロックを 4 箇所，上端には

100mm 程度 の角材（木材）を 4 箇所およびＨ型鋼を 2 箇所固定する. 
d) 表面には，充填状況等が確認できるように，透明のアクリル版を固定する.なお，注入圧力によるア

クリル板の浮き上がり防止として，適当な間隔で鋼材にて固定を行う. 
e) 上記で製作された容器内には，注入口と容器の長さ 2,500mm の場合は注入口から 1,250mm の位置，

4,000mm の場合は注入口から 2,000mm の位置の計 2 箇所に，圧力ゲージを設置する. 
f) 試験装置の長さおよび注入口位置は，材料の特性および注入条件に応じて決定する. 
g) 吐出口は，透明アクリル板上よりＵ字塩ビ管等を用いて排出する. 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.13 試験装置（充填性試験） 

 

 



  

新旧対照表（その 40） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

4 31 ｄ) 容器の下部には，１・３・５・７・10ｍｍの隙間を発泡スチロールにて作製する. 
3.2.2 試験方法 試験方法は次のとおりとする. 
ａ)試験装置内に注入材を流し込む.ただし注入材は直接入れず，容器片側のシュートにて１クッションおいて流

し込むものとする. 
 ｂ)注入材の吐出量は 30 ㍑/min の速度とする. 
 ｃ)注入は，発泡スチロール天端から，高さ 300mm に達した時点で終了とする. 
 ｄ)各隙間に入り込んだ（進入した）注入材の深さを 10min，30min，60min で計測する. 
 
3.3 水中分離抵抗性試験  
 3.3.1 試験装置 試験装置は図－３のとおりとする. 
ａ)長さ約 450mm 程度，幅 300mm 程度，高さ 300mm 程度の水槽に 26 ㍑の水を張る.使用水は，ＰＨが７～８

程度の水道水とする. 
ｂ)水槽の中に，ＰＨ計を取り付ける.この時，ＰＨ計の設置位置は，水面から 10cm とする. 
ｃ)濁度は，水面から 10cm の位置よりスポイドで水をサンプリングし，分光光度計により波長 800nm での光透

過率を測定する. 
3.3.2 試験方法 試験方法は次のとおりとする. 
 ａ)Φ80mm，高さ 80mm(JHS 規格)のフローコーンに注入材を注ぐ. 
 ｂ)水槽内にフローコーンを入れ，素早くフローコーンを除去する.この時，振動等の衝撃を与えず初期の濁り

等はできるだけ発生しないようにするものとする. 
 ｃ)注入材を水槽に投入する前，投入直後，および 10min，30min，60min 経過後の各々のＰＨと濁度を測定す

る. 
 ｄ)各時間経過別の濁り具合を観察する. 
 
3.4 非収縮性試験  
3.4.1 試験装置 試験装置は図－４のとおりとする. 

 ａ)Φ300mm，高さ 1,000mm の硬質塩化ビニール管に下端に注入材の漏れが生じないように平板を取り付けた

容器を作製する. 
3.4.2 試験方法 試験方法は次のとおりとする. 

 ａ)容器に注入材を入れる. 
 ｂ)注入材の水分発散防止のためにキャッピングを行い，15℃～25℃の室内にて養生を行う. 
 ｃ）28 日経過後の収縮量を計測する. 
 
４． 報告  別紙試験様式に試験結果を記載する. 
１）使用材料の種類および配合等 
２）充填性試験  解体後の充填確認においては，角材やＨ型鋼等の周辺への充填状況を，写真とともに記録す

る. 
３）非漏出性試験   隙間毎，および時間経過毎の計測値を記録する.また，すべての隙間への進入程度が一望

できるような方向で，時間経過別に写真を撮影する. 
４）水中分離性試験  時間経過別の濁りの程度を写真撮影するとともに，供試体と濁りの状況を記録する. 
５）収縮性試験  28 日後の収縮量の写真撮影をするとともに記録する. 
６）その他特記すべき事項 

2) 試験方法 
a) 試験装置内に注入材を注入する. 
b) 注入材の注入流量（注入ホースからの吐出量）は 30 ㍑/min とする. 
c) アクリル板から充填状況を観察する. 
d) 圧力ゲージにて，注入時の圧力を計測する. 
e) 注入は，先端部の吐出口から，試料が流出した時点で終了とする. 
f) 注入完了後，試験装置上面の写真撮影等を行い，試験装置上面の充填状況の記録を行う. 
g) 注入開始時点から約 2 時間経過後に，容器を解体して充填状況の確認を行う.この時，容器内の上容

器内の端・下端に設置した，角材やＨ型鋼等の周辺にかけて，注入材が隙間なく密実に充填がなされ

ているか詳細に観察して記録する. 
 

（１）-2  非漏出性試験 
 1) 試験装置  

a) 試験装置は図-4.14のとおりとする. 
b) 木枠，木板，透明アクリル板を加工し，所定の容器を作製する. 
c) 隙間への逸走状況（注入材の進入深さ）を確認できるように，容器の表側には透明のアクリル板を設

置する. 
d) 容器の片側には，長さ 400mm 程度のシュート状の投入口を作製する. 
e) 容器の下部には，1・3・5・7・10mm の隙間を発泡スチロールにて作製する. 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4.14 試験装置（非漏出性試験） 

 

 

2) 試験方法  
a) 試験装置内に注入材を流し込む.ただし注入材は直接入れず，容器片側のシュートにて 1 クッション

おいて流し込むものとする. 
b) 注入材の吐出量は 30 ㍑/min の速度とする. 
c) 注入は，発泡スチロール天端から，高さ 300mm に達した時点で終了とする. 
d) 各隙間に入り込んだ（進入した）注入材の深さを 10min，30min，60min で計測する. 
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新旧対照表（その 41） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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（１）-3  水中分離抵抗性試験  
 1) 試験装置  

a) 試験装置は図-4.15のとおりとする. 
b) 長さ約 450mm 程度，幅 300mm 程度，高さ 300mm 程度の水槽に 26 ㍑の水を張る.使用水は，PH が 7
～8 程度の水道水とする. 

c) 水槽の中に，PH 計を取り付ける.この時，PH 計の設置位置は，水面から 10cm とする. 
d) 濁度は，水面から 10cm の位置よりスポイドで水をサンプリングし，分光光度計により波長 800nm
での光透過率を測定する. 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4.15 試験装置（水中不分離性試験） 

 
 

2) 試験方法  
a) 試験法 313 に規定するΦ80mm，高さ 80mm のフローコーンに注入材を注ぐ. 
b) 水槽内にフローコーンを入れ，素早くフローコーンを除去する.この時，振動等の衝撃を与えず初期

の濁り等はできるだけ発生しないようにするものとする. 
c) 注入材を水槽に投入する前，投入直後，および 10min，30min，60min 経過後の各々の pH と濁度を測

定する. 
d) 各時間経過別の濁り具合を観察する. 

 
 
（１）-4 非収縮性試験 

  1) 試験装置  
a) 試験装置は写真-4.1に示す 4cm×4cm×16cm とする. 
b) JIS A 1129-3「モルタルおよびコンクリートの長さ変化測定方法」－第 3 部：ダイヤルゲージ方法に

よる. 
2) 試験方法  

  a) 容器に注入材を入れる. 
  b) 15℃～25℃の室内にて前養生を行い，硬化程度を確認し翌日脱型し基長を測定する. 
  c) その後，20℃湿度 60%の恒温恒湿室で養生を行い 28 日経過後の収縮量を計測する. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
450

300

300

試料を水槽内に放置し、時間経過ととも

に濁り具合を観察する。

100
水面から10ｃｍの位置にｐＨ計を設置

30

水面から10ｃｍの位置

から水をスポイドでサン
プリング

30

 



  

新旧対照表（その 42） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

4 34   

写真-4.1 試験装置（非収縮性試験） 

 
 
（１）-5 報告  
     別紙試験様式に試験結果を記載する. 

1) 試験日時，場所 
2) 注入材の名称，種類および配合等 
3) 充填性試験 

a) 注入開始時間，注入終了時間および注入時間 
b) 注入材の吐出量 
c) 充填確認（観察状況） 
 *付帯事項 
  ・解体後の充填確認においては，角材や H 型鋼等の周辺への充填状況を，写真とともに記録する. 

4) 非漏出性試験 
a) 注入材の吐出量 
b) 注入量 
c) 隙間幅および時間経過ごとの深度 
 *付帯事項 
  ・隙間ごと，および時間経過毎の計測値を記録する.また，すべての隙間への侵入程度が一望できる

ような方向で，時間経過別に写真を撮影する. 
5) 水中分離性抵抗性試験 

a) 注入前（原水）の pH および濁度 
b) 時間経過別の pH および濁度 

*付帯事項 
・時間経過別の濁りの程度を写真撮影するとともに，供試体と濁りの状況を記録する. 

6) 収縮性試験 
a)  28 日後の収縮量および収縮率 

*付帯事項 
・28 日後の収縮量の写真撮影をするとともに記録する. 

7) その他特記すべき事項 
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新旧対照表（その 44） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

  （２）非セメント系注入材の試験方法 
 表-3.4，4.6に示す非セメント系注入材の 発泡性，密度，一軸圧縮強度，充填性，非漏出性，非収縮性につい

て，以下の試験法に従って試験を実施し，その性能を確認するものとする.これらの試験は，特殊な場合を除き 
15℃～25℃の室内により，規定した各種試験装置を使用して試験を実施する. 
 
（2）-1 発泡試験 
1）用語 

a）クリームタイム：撹拌した薬液が，反応により発泡を開始し，その液面が上昇するまでの時間 
b）ライズタイム：撹拌した薬液が，反応により発泡を開始し，フォームが最高点に到達するまでの時間 
c）自由発泡倍率：反応終了直後の（フォーム／原液）の体積比 

 
2）試験回数 
同一試料で 3 回実施する. 
 
3）試験装置 

a）上皿天秤：0.1g 単位で測定できる電子天秤もしくはそれに準ずるもの 
b）恒温水槽または恒温槽 
c）ポリカップ：目盛のついた透明もしくは半透明で変形しにくいもの 
d）温度計：0～50℃，または 0～100℃程度測定出来るもの 
e）撹拌機：300～10000rpm 程度で回転制御できるスリーワンモーター又はホモディスパー等を用いる. 
f）ストップウォッチ：ラップが取れるもの 

 
4）試験手順 

a）ポリオール／イソシアネートの各試料をそれぞれポリカップ容器 A ポリカップ容器 B にとる. 
b）ポリカップ容器 A，ポリカップ容器 B を恒温水槽または恒温槽等にいれ，所定温度（製品の標準使用温度）

±1℃に温度調整する. 
c）各試料（A，B）を撹拌容器（ポリカップ容器 C）に秤量して入れる.なお，試料は各液合わせて 50～500ml

程度とする.なお，撹拌容器（ポリカップ容器 C）は，500～1,000ml のポリカップ容器を標準とする.液量に応

じて 1,000ml 以上のポリカップ容器を使用することも可とする. 
d）撹拌機を用いて撹拌を行う.撹拌と同時に時間計測をスタートさせる.撹拌は，撹拌容器にて 2 液秤量後速や

かに行う.なお，回転数は 300～10,000rpm 程度とする. 
e）所定時間撹拌を行う.撹拌時間は，標準 10～20 秒間とし，クリームタイムが速い場合はクリームタイムの直

前まで撹拌を行う.なお，高発泡製品は，撹拌直後にポリバケツ等の容器に撹拌した薬液を空け換えることも

可とする. 
f）容器を静置してライズタイムを測定する.反応終了後に発泡倍率を測定する. 
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章節 頁 変更前 変更後 備 考 

  5）報告事項 

a）注入材の名称 

b）ポリオール／イソシアネート混合比（容積比または質量比） 

c）液温 

d）ライズタイム（平均値） 

e）発泡倍率（平均値） 

f）その他特記すべき事項 

※付帯事項 

・反応時間は秒単位で表記し，小数点以下は四捨五入で丸める. 

・発泡倍率は，以下 1～3 のいずれかの方法で算出する. 

 

1．フォームのポリカップ到達高さにより目盛で判断し，0.5 刻みとする. 

2．高発泡製品の場合は，フォームカッター等で成型し，密度を算出する.反応前の混合比重／密度にて発泡倍率

を算出し，小数点第 1 位まで報告する. 

3．ポリカップ内が完全に充填されるように発泡させる.ポリカップ上淵を越えた部分のフォームを切除する.ポリ

カップ内のフォームの質量を算出し密度を求める（体積はポリカップの容量に準ずる）.反応前の混合比重／密

度にて発泡倍率を算出し，小数点第 1 位まで報告する. 

 

（2）-2 比重試験 

 1）試験装置 

a）比重計：JIS K 2249 に準拠可能なもの 

b）容器：JIS K 2249 に準拠可能なもの 

c）温度計：0～50℃程度測定できるもの 

d）恒温水槽又は恒温槽 

 

 2）試験手順 

a）ポリオール／イソシアネートの各試料をそれぞれ容器にとる. 

b）a)の各試料を恒温水槽又は恒温槽にいれ，25±1℃に温度調整する. 

c）JIS K 2249 に準拠し，比重測定を行う. 

 

 3）報告事項 

a）注入材の名称 

b）液温 

c）比重 
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新旧対照表（その 46） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

  d）その他特記すべき事項 
（2）-3 粘度試験 
 1）試験装置 

a）粘度計：JIS Z 8803 又は JIS K 7117 に準拠可能な粘度計 
b）容器：JIS Z 8803 又は JIS K 7117 に準拠可能な容器 
c）温度計：0～50℃程度の測定できるもの 
e）恒温水槽又は恒温槽 

 
 2）試験手順 

a）ポリオール／イソシアネートの各試料をそれぞれ容器にとる. 
b）a)の各試料を恒温水槽又は恒温槽にいれ，25±1℃に温度調整する. 
c）JIS Z 8803 又は JIS K 7117 に準拠し，粘度測定を行う. 

 
 3）報告事項 

a）注入材の名称 
b）液温 
c）粘度（平均値） 
d）その他特記すべき事項 

 
（2）-4 一軸圧縮強度試験 
 1）試験片の寸法 

a）試験片の厚さは，50±1mm とする. 
b）試験片の底面は，2,500mm2以上 23,000mm2以下の正方形又は円形とする. 

 
 2）試験装置 

a）発泡試験で使用するもの 
b）圧縮試験機：発生する荷重の範囲および圧縮変形量に適し，平滑で，かつ，平行な枚の正方形又は円形の

加圧板をもつものとする. 
 
 3）供試体作製手順 
発泡試験と同様の手順で発泡する. 
 
 4）養生・成型 
7 日間程度養生する.なお，標準的な養生条件は，温度 23±2℃，相対湿度 50±5％とする.養生後，1）に示す寸法

にフォームカッター等を使用し成型する. 
 
 5）測定 
一軸圧縮強度は，JIS K 7220「硬質発泡プラスチック‐圧縮特性の求め方」に準じて実施する. 
付帯事項 
 引用規格：JIS A 9511「発泡プラスチック保温材」 

JIS B 7507「ノギス」 
JIS A 6900「プラスチック‐用語」 
JIS K 7100「プラスチック‐状態調節および試験のための標準雰囲気」 
JIS Z 8401「数値の丸め方」 

 6）報告事項 
a）注入材の名称 
b）密度 
c）発泡倍率，圧縮強度   
d）その他特記すべき事項 
※付帯事項 
・供試体は 3 個とし，平均値を測定結果とする. 
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新旧対照表（その 47） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

  （2）-4 充填性試験 
 充填性試験は，本項 「(1) セメント系注入材の試験方法 （１）-1  充填性試験」に準じて行う. 

 
（2）-5 非漏出性試験 
非漏出性試験は，本項 「(1) セメント系注入材の試験方法 （１）-2  漏出性試験」に準じて行う.なお，注入

材は，薬液がクリームタイム（発泡開始）に到達した後，モールド内に注入する. 
 

（2）-6 水中分離抵抗性 
水中分離抵抗性は，本項「(1)セメント系注入材の試験方法（１）－3 水中分離抵抗性試験」に準じて行う. 
なお，硬化後の試験体で行い，上部には重しを載せて試験を行う. 

 
（2）-7 非収縮性試験 
非収縮性試験は，本項 「(1) セメント系注入材の試験方法 (１）-4 非収縮性試験」に準じて行う. 
 
（2）-8 報告 
 別紙試験様式に試験結果を記載する. 

1） 試験日時，場所 
2） 注入材の名称 
3） A 液／B 液混合比（容積比か質量比を明記すること） 
4） 発泡性試験 

a) 攪拌回転数，攪拌時間 
b) 室温，液温 
c) クリームタイム 
d) ライズタイム 
e) 発泡倍率 
 ＊付帯事項 
・無発泡品の測定を行う場合，反応時間の測定は，ゲルタイムを記録する. 
・反応時間は秒単位で表記し，小数点以下は四捨五入で丸める. 
・発泡倍率は，カップ到達高さにより目視で判断し，0.5 刻みとする. 
 

5）密度試験（粘度試験） 
a) 密度 
b) 粘度 
c) 液温 

 
6）一軸圧縮強度試験 

a) 供試体の直径，高さ，体積，密度 
b) 発泡倍率および圧縮強度 
c) その他特記すべき事項 
 ＊付帯事項 
・供試体は 3 個とし，平均値を測定結果とする. 
・得られた発泡倍率が設定発泡倍率から外れた場合には，作成した発泡倍率－圧縮強度曲線を用いて

設定発泡倍率の圧縮強度を推定することも可とする. 
・試験写真は発注者と受注者で協議の上，添付することを決定する. 
 

7）非漏出性試験  
  a) 隙間毎，および時間経過毎の計測値を記録する. 
  b) すべての隙間への進入程度が一望できるような方向で，時間経過別に写真の撮影. 
 
8）収縮性試験 
  a)  28 日後の収縮量の写真撮影をするとともに記録する. 
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新旧対照表（その 48） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

  9）その他特記すべき事項 

（3）非セメント系の基準試験 

（3）-1 ライズタイム，発泡倍率測定 

以下（3）-1-1～3 のいずれかの方法で実施する. 

（3）-1-1  

a）材料基準試験と同様の手順で実施する. 

 

（3）-1-2（注入機を使用する場合で成型が容易なもの） 

a）薬液を発泡容器とは別の容器に吐出量が安定するまで予備吐出を行う. 

b）予備吐出後，吐出を止めることなく発泡容器に所定量の薬液を吐出する. 

c）ストップウォッチによる計測を開始する. 

d）ライズタイム（発泡が終了するまでの時間）を計測する. 

e）30 分以上養生し，コア抜きまたはフォームカッター等を用いることにより発泡体の切削を行い，フォーム

密度および発泡倍率を算出する.発泡倍率は，発泡前の混合比重をフォーム密度で除して算出する. 

尚，発泡体内部の硬化状況は気温等にも左右されるため，冬場等においては室温で保管する.室温で保管できない

場合は，養生時間を長めにする等の処置が必要である. 

 

（3）-1-3（注入機を使用する場合で，硬化物が高強度で切り出しやコア抜きが難しい場合） 

a）1L 程度の発泡容器（ポリカップ）を用いる.薬液を発泡容器とは別の容器に吐出量が安定するまで予備吐出

を行う. 

b）予備吐出後，吐出を止めることなく発泡容器に所定量の薬液を吐出する. 

所定量とは，発泡体のトップがポリカップ上部を越え，カップ内がフォームで完全に充填するに必要な量

とする. 

c）ストップウォッチによる計測を開始する. 

d）ライズタイム（発泡が終了するまでの時間）を計測する. 

e）30 分以上養生し，カップ上部を超えた部分を切除する. 

f）カップ内部に残った発泡体の質量を計測する（PP カップの質量を予め計測し，カップの質量を差し引く）. 

g）フォーム密度を算出する. 

フォーム密度（g／cm3）＝質量（g）／ポリ容器容積（cm3）. 

h）g）のフォーム密度をもとに発泡倍率を算出する. 

 

（3）-2 圧縮強度試験 

a）（3）-1-1～3 のいずれかの方法で発泡体を作製する. 

b）7 日程度養生する. 
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新旧対照表（その 49） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

  c）コア抜き又はフォームカッター等で JIS K 7220 に準拠した試験片に切削する. 

  （底面は 2500～23000mm2の正方形又は円形，高さは 50mm±1 を推奨） 

d）JIS K 7220 に準拠して圧縮強度測定を行う. 

 

 

新 規 



  

新旧対照表（その 50） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 51）  
章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 52）  
章節 頁 変更前 変更後 備 考 

  5.維持管理 

 

 注入後は，注入管の取付器具および閉塞処理した取付器具が覆工表面に存置されるため，近接目視および打音

点検を実施し，異常がないか確認を行うものとする． 

 
（解説） 

点検の頻度については，1回/5 年の省令点検に合わせ，近接目視および打音点検を行うものとする．点検の着

目点および判定については，「保全点検要領 構造物編 表 1-3 判定の標準」に基づき，注入管の取付器具およ

び閉塞処理した取付器具については，点検箇所：その他トンネル附属物を参照し，判定を行うものとする． 

 また，注入管の取付器具および閉塞処理した取付器具から漏水が発生する事象もあるため，点検時の参考にさ

れたい． 
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新旧対照表（その 53）  
 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

新旧対照表（その 54）  
章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 55）  
章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 56）  
章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 57） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 58） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 59） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 60） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 61） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 62） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 63） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 64） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 65） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 66） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 67） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 68） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 69） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 70） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 71） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 72） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 73） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 74） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 75） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 76） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 77） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 78） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 79） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 80） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 81） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 82） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 83） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 84） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 85） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 86） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 87） 

章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 88） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 89） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 90） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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新旧対照表（その 91） 
章節 頁 変更前 変更後 備 考 
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